
“~ ）ま人気のまち”と私

星野進保
財団法人日本住宅総合センター評議員

“いま人気のまち”に住んで、かれこれ20年経つ。

遠景に富士、丹沢の山並み。近くにゴルフ場の濃い緑、神社仏閣の杜や雑

木林の多彩な緑。春には、うめ、さくら、はなみずき、みもざ、つつじ、し

ゃくなげ。うぐいす、ほととぎすの声にめじろ、しじゅうがら、こじゅけい

の姿。このまちの売りは、こんな豊かな緑に、整然と区画された街路と濡

酒な屋並みである。

駅の開設が昭和49年、麻生区が昭和57年に多摩区から分区して20年。人口

は分区時の 9万6000人から平成14年には14万5000人と 5割増。この聞に、区

役所、消防署、文化センタ一、スポーツセンター、大型商業施設、金融機関、

ホテル、映画館、音楽学校、映画学校などが駅周辺地区を埋め、川崎市北部

の新都心らしい姿に育った。このまち、なお発展途上にある。収容人口7000

人余が予定される駅前緑地の開発、川崎駅と新百合ヶ丘駅を結ぶ川崎縦貫高

速鉄道の計画など、なお新都心は膨張しそうだ。

すでに駅周辺はマイカー急増で混雑。散策派は豊かな緑とゆったりした歩

道を、マイカ一派は緑や歩道をけず、ってでも道路の拡幅やバイパスを。東京

通勤派は縦貫鉄道に何の魅力もなく、鉄道過疎派には最優先の要求。

どこにでもある話かもしれない。が、“いま人気”のまちが、“あたりま

え”のまちになってしまうのか。世話にだけなっていて無関心だった私も、

このまちの明日のために何かできないか、勉強会に入れてもらった。
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特別論文

抵当権法改正と不動産市場

丸山英気

はじめに

担保法・執行法が大きく変わろうとしている。

平成15年 2月5日、法制審議会が担保・執行法

制の見直しに関する要綱をとりまとめ、ほどな

く国会を通過することとなろう。内容は、多岐

にわたる。担保法の改正の中心は抵当権法であ

る九ここでは抵当権法の改正のうち、抵当権

の効力、話集除、一括競売、短期賃貸借の 4つを

中心に、実体法のそれを論ずることにしよ

う山）。民事執行法への言及はここでは省略す

る。

抵当権法改正の内容を簡単に述べておこう。

第 1は、抵当権の効力の拡大を狙った改正であ

る。抵当権実行の手続として競売のほか、強制

管理類似の手続を創設して、賃料債権までその

効力を拡大するものである。第 2は、糠除制度

の合理化である。その中心は抵当権者の増価競

売での引受義務の廃止である。第3は、一括競

売の拡大である。抵当権設定後、抵当地に第三

者が建物を築造した場合であっても、その建物

を抵当地とともに競売できるとするものである。

第4は、抵当権実行の透明化である。その中心

は短期賃貸借の事実上の廃止である。

改正の重点はいうまでもなく、第4の短期賃

貸借の廃止である。占有権原のある占有者だけ

でなく、占有権原のない占有者の占有により、

抵当権の実行が阻害され、抵当日的物の価格を

減価させていたことは周知の事実であるが、こ

2 季刊住宅土地経済 2003年夏季号

の改正によって抵当権実行手続がかなりの程度、

透明化した。長期的にみると、第 1の賃料など

収益権への抵当権の効力が拡大し、抵当権実行

手続として強制管理類似の手続が認められたほ

うが影響が大きいのではないか、と推測される。

また第2の糠除の合理化、第3の一括競売の拡

大も、徐々に影響が出てこよう。

いずれの改正も、共通に認められるのは、抵

当権の強化を狙っていることである。抵当権を

強化することは、その対抗的権利を弱めること

である。そこでこのような対抗的権利を弱める

ことが妥当であるかも検討される必要がある。

以下、改正の内容をみよう。ついで不動産市

場への影響といったものを検討することにしよ

う。まずもっとも大きい改正である短期賃貸借

から始める。

1短期賃貸借の廃止

問題状況

民法では、抵当権法に後れて設定された賃貸

借であっても、民法602条を超えない短期のも

のであれば、抵当権者（買受人）に対抗できる

としている（民法395条）。抵当権に後れる賃貸

借は、本来、抵当権の実行によって消滅させら

れるはずで、あるが、そうすると抵当権が設定さ

れている不動産は利用ができなくなる。そこで

短期の賃貸借に限って、管理行為として保護す

ることとした。しかし、設定者が全期間の前払

賃料を受けるような場合、抵当権者に損害を与



えることになる。そこで、民法395条は但書で

抵当権に損害を及ぽすべきときは賃貸借を解除

できるとした（同条但書）。このように、この

制度は、一方で短期に限って抵当権に対抗でき

るとしつつ、他方で損害が生じれば抵当権を解

除できるという、いわば「矛盾に満ちた制度」

であったのである九

事実、短期賃貸借の制度は、利用権者側には

期間が短すぎるうえに登記をしなくてはならな

いので使いにくく、抵当権者側には濫用利用が

多いことが指摘されている。そして近時は、後

者の弊害が目立つようになっている。すなわち、

この制度が抵当不動産を安価で競落する手段と

して使われ、閣の勢力の資金源となっている。

のみならず、根本的にはこの制度の存在が抵当

権の実行に阻止的に働き、抵当権者に損害を与

え、このことが抵当不動産の担保価値を下落さ

せ、信頼を減少させていることが指摘されてい

る（中間試案補足説明）。

これだけではない。居住権保護という名のも

とに占有権原のない不法占有をも是認される風

潮が、われわれの社会にあることを見逃しては

ならないだろう。たとえば、金融機関（銀行）

が債務不履行におちいった高齢者の抵当権を実

行して居住家屋を売却しようとするとき、それ

を匝止しようとする動きがジャーナリズムや一

般市民の感情にないであろうか。高齢者保護と

か、弱者保護は必要なことである。しかし、こ

れを抵当権実行のプロセスの中で行なおうとす

ると、それ以外の利益者層（たとえば、暴力団、

エセ同和など）にも力を与えることになること

に注意すべきである。したがって、このような

者の保護は、基本的に抵当権実行のプロセスの

外でなす仕組みが必要である。民法は、取引の

基本法であり、それを純化することが必要であ

る。

抵当権の実行段階において、またその前段階

まるやま・えいき

1939年長野県生まれ。早稲田大

学法学部卒業。横浜市立大学助

教授を経て、現在、千葉大学法

経学部教授。

著書・「物権法入門」（有斐

閣）、『区分所有；去の理論と動

態」（三省堂）、『現代不動産法』

（；青文社）、『都市の法律学』

（悠々 社）ほか。

において、占有権原のない占有者をどう排除し

ていくかが、平成にはいってからの何回かの民

事執行法改正であり（平成8年、平成10年の民

事執行法の改正）、判例の変更であった（最大

判平成11年11月24日民集53巻 8号1899頁による、

最判平成 3年 3月22日民集45巻 3号268頁の変

更）。このような努力にもかかわらず、執行妨

害は除去されてはいない。そこで、短期賃貸借

制度の廃止を含めた改革の提言が急速に勢いを

増していたのである5）。

中間試案

平成13年 2月16日の法制審議会で、抵当権な

どの担保権およびその実行としての執行手続に

関する諮問が決定され、担保・執行部会が設置

された。約 1年にわたる審議の後、平成14年 3

月に、中間試案がAB案として発表されたへ

A案は、短期賃貸借が濫用されているととも

に賃借権も合理的に機能していないとし、抵当

権に後れる賃借権は、その長短にかかわらず抵

当権者（買受人）に対抗できないとする。これ

に対してB案は、抵当権に後れる賃借権も、一

定範囲で抵当権者（買受人）に対抗できるとす

る。 AB両案の差は、従来の一連の民事執行法

の改正によって濫用的短期賃貸借が存在しなく

なったか否かの認識から生じている。

中間試案に対する各界の反応は、 A案が圧倒

的に支持されたと伝えられている7）。
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要綱

平成15年2月5日、法制審議会で決定した担

保・執行法制の見直しに関する要綱では、短期

賃貸借の制度は、原則的に廃止することにした。

①抵当権に後れる賃貸借は、その期間の長短に

かかわらず、抵当権者および買受人に対抗でき

ない。②抵当権の登記後に登記された賃貸借は、

これに優先するすべての抵当権者が同意し、そ

の同意が登記されたときは、抵当権者および買

受人に対抗できる。③抵当権者に対抗できない

賃貸借により建物を占有する者に対しては、建

物の競売によりその所有権が買受人に移転した

ときから 3月間の明渡猶予期聞を与えられる。

中間試案のA案を採用したことになる。 A案

が採用された理由は、今回の改正の最大の眼目

が短期賃貸借という制度を廃止し、不動産競売

を透明化することであったからである。短期賃

貸借が濫用され、社会的に是認されない勢力の

資金をつくりだす装置にもなっていることがか

ねてから指摘されていた。

①で短期賃貸借が廃止されても、②で生き残

るのは具合が悪いとの批判もありえよう。しか

し、すべての抵当権者が合意する賃借人は、た

とえ対抗力がなくても、優良な賃貸借であるこ

とが予想されるから、買受人にとってもこのよ

うな賃借入にはむしろいてもらったほうがよい

ともいえる（このことは、不動産の本体がその

収益力だという最近の考え方に通ずる）。また、

③は不法占有者であっても、買受人に所有権移

転した後3カ月聞は明渡しを猶予しようという

のである。短期賃貸借の実態に即した改正だと

いえよう。

これに対してB1案、 B2案は、正常な短期

賃貸借があるとの認識もとに、原状を維持し

(B 1案）、さらに保護を拡大するものである

(B 2案）。正常な短期賃貸借があり、建物賃借

人は保護されるべきだとの基本はここでも維持
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されるべきだとする。しかし、この考え方は短

期賃貸借の実態をみておらず、パブリックコメ

ントの圧倒的多数がこの制度を否定したことの

意味を理解していない。実務を担当する者がほ

とんどの短期賃貸借が濫用的だとするのは重い。

B案の指摘で考慮に値するものは、 A案では

敷金返還請求権が保護されないということであ

る。しかし、賃借権設定者（債務者）が倒産状

態のとき、賃借人だけが優遇されて他の債権者

より保護され、買受人から敷金を回収できると

する理由はない。賃借人は契約の相手方からの

み回収できるとする以外にない。

不動産執行妨害への対策

短期賃貸借という制度を、事実上廃止すると

いう改革の意義は大きい。今回の改正では、こ

のような実体法上の改革だけでなく、平成には

いって行なわれてきた手続法の改革も引き続い

て行なわれた。競売不動産を占有することで抵

当権の実行を妨げ、競落価格をおし下げている

からである。その内容はつぎのとおりである。

(1）民事執行上の保全処分の強化

①要件の緩和

（オ債務者または不動産の占有者が、不動産の

価格を減少する行為またはそのおそれのある行

為（価格減少行為等）をするときは、執行裁判

所は、差押債権者の申立により、買受人が代金

を納付するまでの問、担保を立てさせ、または

立てさせないで、その行為をする者に対し価格

減少行為等を禁止し、または一定の行為を命ず

ることができるとした（民執法55条 1項）。こ

れらの執行裁判所の行為を保全処分という。平

成8年法では、保全処分の対象が著しく減少す

る行為またはそのおそれがある行為としていた

のを、著しくという文言を削除した。

（イ）債務者または不動産の占有者で占有権原を

差押債務者などに対抗できない者が、価格減少



行為等をしたときは、執行裁判所は保全処分を

発することができるとした（民執法55条2項）。

平成8年法では、これらの保全処分の対象は、

け）の命令に違反したとき、または肘の命令によ

っては不動産の価格の減少を防止することがで

きないと認めるべき特別の事情があるとき、と

限定していたが、その要件を削除した。例（イ）

によって、執行裁判所は保全処分を出しやすく

なった。

②相手方の特定

①のLイ）の保全処分を発する場合、相手方を特

定することが困難である特別の事情があるとき

は、執行裁判所は、相手方を特定しないで、そ

の執行時の占有者を相手方として保全処分をす

ることができるものとした。占有者がつぎつぎ

に変わることがあると指摘されていたが、それ

への対応である。

③公示命令

執行裁判所は、①の保全命令を発する場合に、

保全処分が発せられることを執行官に公示させ

ることカまで、きる。

④占有移転の保全処分の効力

（ア）①に基づいて相手方（無権原占有者）に

対し、占有の移転を禁止し、占有を解いて執行

官に引き渡すべき命令を内容とする保全処分が

発せられ、執行されたときは、買受人は引渡命

令に基づき、その保全処分が執行されたことを

矢口って不動産を占有した者に対し、その引渡命

令を執行することができる。知らないで、占有を

承継した者に対しても同様とする。

（イ）〈ア）の保全処分の執行後にその不動産を占

有した者は、その執行を知って占有したものと

推定する。

（ウ）（ア）の引渡命令に基づき相手方以外の者に

対する執行文を付与されたときは、その者は異

議の申立で対抗できる権原で不動産を占有して

おり、または保全処分の執行を知らず、債務者

の占有の承継人でないことを理由とすることが

できる。

(2）不動産の内覧

執行官は、（1）①（イ）の保全処分で不動産を保管

する場合、不動産の内覧を実施できる。担保権

の実行による競売などにおいても、一般の不動

産売買の過程に準じた措置をとろうとしたもの

である。

(3）明渡し執行の実効性の向上

①占有禁止の仮処分における債務者の特定

不動産の占有移転の仮処分命令は、債務者を

特定しないで執行時の不動産占有者を債務者と

して発することができる。

②承継執行文における承継人等の特定

引渡しまたは明渡しの請求権についての債務

名義で、表示された当事者以外の者を債務者と

する執行文を附与する場合に、執行文はその執

行時の不動産占有を債務者とすることができる。

③明渡しの催告

不動産の引渡しまたは明渡しの強制執行にお

いて、執行官は、債務者の不動産に対する占有

を解いて債権者にその占有を取得させる期限を

定め、その期限（ヲl渡期限）および債務者がそ

の不動産の占有移転を禁止されている旨を債務

者の占有する不動産に公示することで強制執行

を開始することができる。また執行官は、引渡

期限前において、債務者以外の者が不動産を占

有する場合であっても、その者に対する執行文

を附与しないで強制執行を開始するとこができ

る。

2強制管理類似の手続の創設

問題状況

民法は、一方で民法371条 1項但書において、

原則的に果実には抵当権の効力が及ばないとし

つつ、他方で民法372条においては、先取特権

に関する304条を準用して賃貸によって債務者

抵当権法改正と不動産市場 5 



が受くべき金銭に対しても抵当権を行なうこと

ができるとしている。そこで従来、賃料債権に

抵当権の効力を及ぽすことができるかが、解釈

上の問題となり、議論が分かれていたことは周

知のとおりである 8）。ところが近時、最高裁は、

抵当権による物上代位の対象として賃料に及ぶ

ことに踏み切った（最判平成元年10月27日民集

43巻9号1070頁）。その後は、どの賃料に及ぶか、

など判例の発展が続いている（最判平成12年4

月14日民集54巻4号1552頁、最判平成14年3月

28日民集56巻3号689頁）。このことは、抵当権

の効力が事実上賃料に及ぶことを認めたことに

なる。しかし、登記の順位によって優先弁済を

認める本来の抵当権効力と、差押えによって後

順位抵当権者も弁済を受けられるとする先取特

権秩序との聞の整合性は、はかられていない。

のみならず、賃料が抵当権者に帰した場合、

建物所有者（抵当権設定者）は建物の管理費を

捻出できず、都市のあり方だけでなく最終的に

は抵当権者自身も不利益とならざるを得ない。

そこで抵当権秩序と先取特権秩序の調整が必要

とならざるを得ない。考えられる方策として、

抵当権実行の手続として強制管理に類似する手

続の創設がある。昭和54年に成立した民事執行

法の立法過程において、抵当権実行の方法とし

て強制管理類似の手続を導入するべきだとの意

見があった。しかし、当時の抵当権観ではその

効力は不動産の収益まで及ばないとされていた

ので見送られた、と伝えられている 9）。

中間試案

同部会の審議では、強制管理類似の制度をつ

くることには異論がなかった、と伝えられてい

る10）。問題は、このような制度を設けるにして

も、その仕組みをどうするか、抵当権に基づく

賃料に対する物上代位の見直しの必要があるか、

の2点である。前者については、 A案は競売と
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は別個独立の手続とする、 B案は競売に付随す

る手続とする、の 2案が提示された。後者につ

いては、 A案は抵当不動産の賃料に対する物上

代位と強制管理類似の手続について調整規定を

設ける、 B案は物上代位を認めない、の 2案が

提示された。

要綱

要綱では、抵当権の効力について、抵当権実

行の手続として強制管理類似手続を導入する。

つまり、抵当権が収益にかかっていくことを正

面から認めたわけである。この結果、抵当権の

効力は不動産質権の内容と共通することとなっ

た。

(1）強制管理類似の手続

①抵当権の実行の手続として、従来からの不

動産競売のほかに、要綱は強制管理類似の手続

（担保権に基づく強制管理）を創設する。そし

て不動産競売と担保権に基づく強制管理は、そ

れぞれ独立して申立てることができるとする。

抵当権の効力は、本来、抵当目的物を競売（売

却）してその代金から優先弁済にあてるもので

ある。しかし、判例のように抵当権に基づく物

上代位によって賃料にかかっていくことができ

るとすると、実質的には、抵当権に収益的効力

を認めることとなる。このことは、抵当権の支

配力を拡大することになることに注意すべきで

ある。従来の抵当権観によれば、設定者は、抵

当権設定後も抵当日的物に対する使用利益権は

失わず、自己使用することも他人の使用にゆだ

ねることもできる。しかし今回の改正によれば、

抵当権者が抵当権実行として担保権に基づく強

制管理を選択した場合は、設定者のこの権利は

奪われることになる。

②担保権に基づく強制管理による差押えの後

は、①の結果として、担保権の効力が天然果実

および法定果実に及ぶことになる（民法371条



参照）。そして、担保権に基づく強制管理の手

続は、民執法93条以下の強制管理を準用するほ

か、所定の手続の準用（民執法181～183条）、

適用がある（民執法194条）。

(2）物上代位と管理手続との調整

物上代位に基づく賃料などへの差押え、執行

などの一連の強制執行は、個別にできるが、い

ったん抵当権に基づく強制管理の手続が開始さ

れた場合は、抵当権はこの管理手続の中で実現

されることになる。すなわち、①賃借入など収

益の給付義務を負う第三者に対し、強制管理ま

たは担保権に基づく強制管理（強制管理等）の

開始決定の効力を生じたときは、賃料などその

収益の給付請求権に対して、すでになされてい

る手続の効力は停止される。ただし、金銭の強

制執行の差押命令が第三債権者に送達されたよ

うな場合は、その手続は有効となる（民執法

165条、 143条、 193条など）。②手続の効力の停

止される時まで、これらの手続において差押え、

仮差押えの執行または配当要求をした債権者は、

強制管理等において、配当要求など格別の行為

を要することなく当然に配当等を受けるべき債

権者となる。

3 7降除の合理化

問題状況

抵当不動産の第三取得者は、抵当権者にその

承諾を得た金額を払渡し、または供託して抵当

権を消滅させることができる（民法378条）。抵

当権者は、第三取得者の提示した金額に不満な

ときは、その不動産を増価競売の申立をするこ

とができる（民執法185条以下）。増価競売を行

なったが、第三取得者が提供した金額より 10分

の1以上で売却することができなかったときは、

抵当権者自らが、その不動産を買い受けなくて

はならない（民法384条2項） I九

抵当権者からは、糠除は予期せぬ時期に不当

に安い金額で抵当権を消滅させる、増価競売の

保証提供は負担が重いなど、制度そのものへの

批判があり、また制度の濫用もあるとして、糠

除の削除が主張されていた。しかし、抵当権の

第三取得者からは、抵当権を第三取得者のイニ

シアティブで消滅させる唯一の制度であり、と

くに被担保債権が抵当不動産の額を上回るよう

な場合に必要だと主張されていた問。

中間試案

中間試案はつぎのAB両案を提示する。 A案

は、不動産の第三取得者のイニシアティブで抵

当権消滅させる制度は必要であるとして糠除を

残し、抵当権者の不利益を修正しようとするも

のである。修正は、いくつかある。務除権者は

抵当不動産の所有権を取得した者に限る。増価

競売への熟慮期間を 1カ月から 2カ月に延長し、

抵当権者が競売の申立をしたときは糠除の効果

が生じない。増価競売で抵当権者は引受義務が

ない。抵当権者は抵当権実行通知を第三取得者

にすることなく実行できる、などである。これ

に対してB案は、務除制度を廃止し、第三取得

者のイニシアティプで抵当権を消滅させる制度

は設けないことにするというのである。

要綱

中間試案のパブリックコメントは、 A案と B

案の支持が分かれたようである 1九同部会では、

基本的にA案に基づいて要綱をつくったように

みえる。要綱によれば、糠除制度の合理化は以

下のような内容である。

①糠除権者は、抵当不動産の所有権を取得し

た第三者だけとし、地上権、永小作権を取得し

た第三者は除くこととした。地上権、永小作権

を取得するということは、事実上ないからであ

る。

②抵当権者が抵当権を実行する場合、あらか
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じめ第三取得者に抵当権を実行する旨の通知は 実は、このような収去請求は手続上の負担など

要しない。糠除権者のほうから襟除することを から事実上の困難があり、そうなると売却代金

通知することになる。 下落や抵当権の実行そのものができなくなるこ

③第三取得者が糠除できる期間は、競売開始 とがある。

決定に係る差押えの効力が生ずるまでとする。

抵当権実行通知を受けるまではいつでも可能だ

とするものを改める。

④｛イ）抵当権者が第三取得者から糠除の申出

を受けて抵当権を実行するとき、増価買受義務

を負わないものとし、（吋その場合、抵当権者の

競売申立て期間は 2月とする。従来、 1月とあ

ったものを改める。付そして、この期間内に抵

当権者が抵当権を実行しでも買受の申出がなか

ったときは、第三取得者の申出を承諾したもの

とみなすとの擬制は生じないものとする。

糠除法の改正でもっとも重要な点は、この④

であろう。第三取得者から糠除の申出を受け、

抵当権者が抵当権を実行しても誰も買受の申出

がないときは、抵当権は消滅しないということ

である。第三取得者が抵当権を消滅させようと

すれば、自らが競落する以外にない。第三取得

者には優先取得権（たとえば先買権）はない。

第三取得者以外の者が適正な価格で競落して買

受人となることも十分考えられる。

4一括競売

問題状況

土地の抵当権者は、抵当権設定後に設定者が

建物を築造したときは、土地とともに建物も競

売できる（民法389条）。しかし、抵当権設定後、

第三者が建物を築造したときは、土地のみを競

売できるにすぎないl九第三者に占有権原があ

る場合だけでなしない場合も、土地の抵当権

者は一括競売できないとされている。いうまで

もなく、土地の買受人はこのような建物の収去

請求ができる（抵当権者自身も収去請求が物権

的請求権によって可能であろう）。しかし、現
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中間試案・要綱

中間試案では、土地の抵当者は、抵当権設定

役に建物が築造されたとき、土地とともに建物

も競売できるものとする。ただし、建物の所有

者が抵当地につき抵当権者に対抗できる占有権

原を有するときは、この限りでないとする案が

提示された。大方の意見もこれを是認し、要綱

でもこの線でまとまった。

5抵当権法改正と不動産市場

抵当権と他の権利との利害調整

抵当権を中心とした担保権を他の権利や利益

の中でどう位置づけるかは、困難な問題である。

それぞれの権利は社会で固有の位置というもの

があると同時に、これらの権利は経済や社会の

変化でそれ自体変化していくからである。した

がって、基本法である民法がこれらの権利をど

う位置づけるかも固定的なものもありえないで

あろう。

抵当権の効力、短期賃貸借、糠除は、民法典

の制定の頃から議論があり、とりわけ第二次大

戦後そのあり方が問題とされることが多かった。

そして、民法や民事執行法そして借地借家法な

どの改正の折に議論がなされてきたが、改正は

実現しなかった（民事執行法の改正はなされ

た）。改正の実現が、銀行の力が落ちてきた時

期、少なくとも銀行は企業の運命を握る唯一の

勢力でなくなったときに実現したのは、「弱者

保護Jという一部の論者のきまり文句が効を奏

したのであろうか。

銀行は、従来、果実に対して抵当権の効力が

及ばないという原則に忠実であった。しかし、



いわゆるバブルがはじけて地価が下落しはじめ

た頃、先取特権という迂回路を通して抵当権の

効力を拡大しようとし、最高裁はこれを認知し

た（前掲最判平成元年10月27日）。しかし、銀

行はパプルの主演者であり、ドラマが失敗した

ときに迂回して賃料にまで抵当権の効力を及ぼ

そうというのはフェアとはいえない。最高裁の

ハンドルの切り方は誤っていたといえる。しか

し、いったん切ったハンドルを逆にするという

ことは、裁判官が事務局をあずかる法制審議会

でできないとすれば、せめて他の利益と調整の

場を裁判所の中でする仕組みをつくるべきだ、っ

たのではないか。建物を維持管理し、都市を美

しくしておく義務が社会的義務として在するの

ではないか。そのために銀行は遠慮することが

必要だ、ったのではないか。

これに対して短期賃貸借が廃止されたことは

妥当といえる。この問題は、従来、正常な賃貸

借は保護する必要がある、ということで実現し

なかった。しかし、短期賃貸借問題は端的にい

うと、市民的取引秩序から異質のグループの排

除が議論されていたのである。借地借家法の正

当事由条項のように、民法秩序と異なる要素を

いれるとき、かならず現れてくる問題と共通し

ている。可能な限り競売も、普通の売買に近づ

くことが仕組みをつくりときの重要なことであ

る。正常な短期賃貸借権があるとしても、それ

を上回る弊害を消すことが社会的に求められて

いたのではないか。

一括競売も、建物を不法に占有する者の排除

が要請された立法である。

また樵除では、全面的な廃止という銀行の要

望はいれられず、部分的な修正にとどまった。

襟除を廃止するという立法が実現すると、抵当

権つきの不動産（建物および土地）の利用は事

実上できなくなる。抵当権設定後の利用権の設

定は不安定である。銀行がいつまでも抵当権を

実1Tしないし、はずしもしないと（このような

事態は過去にあった）、その不動産の有効利用

は不可能となる。土地は抵当権者のみのために

存するのではないのである。このような抵当権

万能主義とでもいうような風潮がかなり強いの

はどうしてであろうか。

同じような現象は、不動産へ商事留置権を認

めるかどうかをめぐっても存在する。銀行から

融資を受けて土地を取得し、土地所有者はその
ぜネコシ

うえに抵当権を設定する。土地所有者は請負人

に依頼してビルを建築したが、注文者（土地所

有者）が倒産したとき、ゼネコンは請負代金を

どう確保するかの問題が生ずる。ゼネコンはビ

ルを引き渡さず占有している限り、所有権ない

し留置権に基づいてビルの売却代金から優先弁

済を受けられる。問題は、ゼネコンが土地に留

置権を有するかどうかである。土地は銀行の抵

当権がついており、留置権が成立しないとなる

ビルも処分できない可能性が出てくる。銀行は

土地への留置権を明確に否定しろと主張する。

しかし、ゼ、ネコンの担保である不動産請負代金

の先取特権は、工事着手前にその額の登記が要

求されており（民法338条）、使いにくし円）。そ

こで、銀行の主張とゼネコンの主張の両者が同

時に立法されるべきことになる。不動産請負代

金の先取特権の改正は銀行が反対し、商事留置

権の改正はゼネコンが反対して、両方とも改正

は実現されなかった。

民事立法過程が業界の利益の主張の場となっ

ているのである。立法が実現しない場合、利害

調整は裁判所が担うことになる。やむをえない

というべきだろうか。

不動産市場への影響

これらの改正が不動産市場にどのような影響

を及ぼすか。注意すべきは、不動産市場は売買

やその媒介などの取引だけでなく、建設をめぐ
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る市場もあり、賃貸借をめぐる市場もあり、管

理やリフォームなどをめぐる市場もあるという

ことである。

まず売買などの典型的不動産市場である。従

来、競売は特殊な売買であり、法律上や事実上

のリスクがあるため、一般の人がその市場に参

入することに無理があった。その最大の原因が

わけのわからない占有者の存在である。従来か

らの一連の民事執行法の改正や、今回の短期賃

貸借の廃止は、競売を普通の市民も参加できる

通常の不動産取引へ近づける措置であった。短

期賃貸借は占有権原のある占有であり、この制

度がなくなることで、競売も通常の不動産取引

に一歩近づいたことになる。しかし、競売では

売主の暇庇担保責任がないなど普通の取引と異

なるところも残っている（民法570条但書）。競

売ゆえにやむをえないものもあるので、まった

く普通の売買とするのは困難があるであろう。

建設市場では糠除の改正の意義は大きい。糠

除という制度が不可欠な場として、①取得した

再開発用地の一筆に抵当権が設定されていた場

合、②マンションでの建替え賛成者が非賛成者

に対して売渡請求したとき（区分法63条4項）、

その区分所有権等に抵当権が設定されていた場

合、＠借地権設定者が借地権者から建物買取請

求を受げたとき（借地借家法13条 1項）、その

建物に抵当権が設定されていた場合、があげら

れていた（中間試案捕捉説明参照）。改正の結

果、起業者（①）、建替え参加者（②）、土地所

有者（③）に抵当権の設定されている部分の取

得は保障されなくなった（もっとも、従前での

抵当権者が増価競売に移行したときも同様の結

果となる可能性はあった）。しかし、これらの

者は競売に参加でき、第三者は目的物を競落す

ることに利益がそれほどあるとはいえないので、

買受人となることができるといえよう。問題な

のは、むしろ一般の抵当不動産である。たとえ
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ば、ディベロッパーがある地域を再開発しよう

として、その一部の抵当土地を取得しでも、つ

ねに買受人となることができないことかもしれ

ない。この場合も、買受人となった者から高額

の売買代金を積んで、取得する、という通常の不

動産取引によって取得する、ということになろ

うか。

賃貸借市場では、抵当権つきの賃貸マンショ

ンで、抵当権が実行されたとき、借家人の居住

が保護されるかである。一般には、この建物を

買受人は賃貸マンションとして競落するであろ

う。その場合は抵当権者の合意が得られるであ

ろう。買受人が異なった目的で競落する場合は、

買受後の 3カ月の猶予期間しか居住できないこ

とになる。個々のケースでは、やっかいな問題

も生じようが、不動産市場の透明化のやむをえ

ない結果として受忍する以外にないであろう。

管理市場では、物上代位による抵当権の効力

の賃料までの伸長がそもそも問題である。先に

述べたように、少なくともパフゃル以前は、銀行

は債務者の債務不履行には抵当目的物を競売す

ればよいと考えていたことは疑いがない。その

後のパフツレ崩壊による不動産価格の下落と、不

動産の価値を収益によって算定する発想が、抵

当権の効力を賃料に及ぽすことを正当化ならし

めた。そのことは是認できるとしても（とくに

後者の理由）、賃料すべてを抵当権者である銀

行が取得するのではなく、賃料の発生する不動

産の維持管理に一定額の金銭を残す仕組みが考

えられないであろうか。抵当権者と設定者だけ

の利害調整だけでなく、借家人そして都市のま

ちなみというような「共Jないし「公」の利益

が調整する仕組みを考えることは、担保・執行

部会という場では無理だ、ったのであろうか。

6残された課題

従来の金融は、不動産に抵当権を設定して銀



行から融資を受けるのが通常の姿であった（間

接金融）。しかし最近は、いわゆる「不動産の

証券化」など異なった手法による金融が拡大し

ている（直接金融）。これらをめぐる法制度は

まだ十分に姿を現しているとはいえない。将来

の金融のあり方を考えれば、銀行による融資と

ならんで新しい方法での金融が盛んになると思

われる。このような金融のあり方は、担保法と

いうわくを超えて民法全体から検討されるべき

である 1ヘこれらの課題解決に早急な立法の着

手が必要である。

｝王

1）抵当権法以外の領域での改正もある。まず①雇人

給料の先取特権がある。民法308条の雇人の先取特権

の被担保債権の種類および範囲を商法295条と同じ内

容とするものである（民法308条）。②指名債権を質

権の目的とする場合、その債権につき債権証書があ

るときでも、証書の交付を質権の効力発生要件とし

ないとするものである（民法363条）。

2）抵当権法では、この 4つのほかに根抵当権の改正

がある。①根抵当権者は、担保すべき元本の確定を

請求することができ、②その場合、元本確定登記は、

根抵当権者が単独で申請することができる。③取引

の終了などで担保すべき元本が生じないこととなっ

たことは、根抵当権の担保すべき元本の確定事由に

はならないものとする（民法398条ノ20第 1項第 l号

削除）。

3）民事執行法の改正では、つぎの 3つがある。①占

有屋などによる不動産執行妨害への対策、②強制執

行の確保、③そのほかとして附動産競売について、

債権者が担保権の存在を証する文章を提出して競売

開始の申立ができる o (u）差押禁止財産を見直す、な

どがある。①については短期賃貸借のところで言及

する。民事執行法の改正で影響の大きいのは、②で

ある。まず、間接強制の範囲の拡大である。刷物の

引渡債務についても間接強制の方法で行なえる。代

替執行も間接強制によって行なうこともできる。つ

ぎは（ロ）財産開示手続を設けることである。債権者の

申立で債務者は一定の場合に裁判所に出頭して自己

の財産を開示しなくてはならず、これを拒んだとき

は罰則に課される。最後は（ハ）小額定期給付の履行

確保で、扶養などの定期金については弁済期未到来

のものについても差押えができることとした。

4）短期賃貸借の問題状況については、丸山（1997）、

391頁参照。

5）司法制度改革審議会意見書（平成13年6月12日）、

総合規制改革会議「規制改革推進に関する第一次答

申」（平成13年12月11日）、鈴木・福井・山本・久米

(2001）など。なお、これらの動向については、平野

(2002）、 6頁参照。

6）この中間試案については、吉田（2002）、 19頁参照。

7)谷口・筒井・小粥・野村・松井（2002）、 45頁参照。

8）丸山（1997）、 365頁参照。

9）高橋（2002）、 2930頁参照。

10）谷口・筒井・小粥・野村・松井（2002）、 47頁参照。

11）糠除については、丸山（1997）、 401頁参照。

12）糠除を経済効率という側面から検討するものとし

ては、森田（2002）、 36頁参照。

13）谷口・筒井・小粥・野村・松井（2002）、 48頁参照。

14）一括競売については、丸山 (1997）、 390頁参照。

15）これらの問題については、丸山（2001）参照。

16）道垣内・小野・加藤・グロンディン・平野・森田

(2003）、 2頁参照。
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工ディトリアルノート

本号の 3つの論文は、日本の住 なっている。 次の膨大なデータを用いて、その

宅土地経済研究の新しい潮流を示 ⑨ 影響を不動産価格インデックス作

唆している点で興味深い。 3論文 小野宏哉・高辻秀興・清水千弘 成という立場から定量的にとらえ

は、まずどれもが実際のデータを 論文（「構造変化を考慮したへドニ ている。対象時期はパフ、ルの絶頂

用いた計量分析である。住宅土地 ック型住宅価格指数の推定J）は、 とその崩壊、その後の長期低落の

経済研究では、草創期にはデータ 野心的な論文である。上述したよ 時期であり、その期間で変化がな

の不足を理由に、単なる理論分析 うに、財や不動産を「性質の集ま かったとは考えにくい。

にとどまり、分析結果の検証がな り」と考え、異質な財や不動産に しかしながら、変化を許容する

されないことが多かったことを想 つけられる市場価格を、こうした 形で推計された不動産インデック

起すると隔世の感がある。これは 「個々の性質に対する価格の和」 スは、取引現場の「実感」とはほ

ここ10年余の聞の驚異的なデータ として考えるへドニック法は広く ど遠いばらつきの大きさを示して

蓄積とその利用可能性の広がりに 利用されるようになった。しかし いる。これは「実態」にできるだ

よって可能になったのである。 こうしたへドニック法を、長期に け近い価格の動きを示さなければ

また、 3つの研究は、不動産と わたる価格指数にあてはめる場合 ならない不動産価格インデックス

いう多様な資産の価格変化をとら には、大きな問題を含んでいるこ としては、望ましくない。そこで

えるために、共通してへドニック とがよく知られている。それはへ 小野・高辻・清水論文では、実践

法を用いている。情報通信技術に ドニック法で考える、「個々の性 的な手法として「一定の期聞を推

よる急速な品質変化に対応するた 質に対する価格」が時聞を通じて 定期間にとり、複数の期にまたが

めに、経済分析の他分野でもへド 変化する可能性であり、きらには ってモデルを推定」し、それを時

ニック法が採用されるケースが多 財や不動産の価格を説明にする 聞の進行に伴って逐次的に行ない、

くなっているが、住宅土地経済分 「性質の集まり」が変化する可能 得られた結果を接続することで不

析もそうした経済分析全体の流れ 性である。実際、この 2つの種類 動産価格インデックスを得る、と

と無関係ではないことを示してい の変化は、ある程度のタイムスパ いう「接続型指数jを提案し、実

る。 ンをとると、しばしば起こること 際に計測している。

さらに分析内容も、不動産価格 が、さまざまな分野で経験的によ きわめて実用的な問題であり、

インデックス作成をより精微化す く知られているのである。 実際、今後REIT等不動産金融

るための手法開発（小野・高辻・ 不動産価格も例外ではない。と 証券市場が発達するに従って、重

清水論文）から、不動産価格から いうよりも他の財価格よりも不動 要度を増してくると思われる不動

地震リスクの市場評価をとらえそ 産価格において、この 2つの変化 産インデックス計測の問題に正面

れを制度設計に応用しようとする の影響が大きいことが経験的に知 から取り組んだこの論文の先見’性

試み（山鹿・中！｜｜・膏藤論文）、 られている。とはいえ、その量的 は高く評価できるだろう。もちろ

そして不動産市場における情報の な影響は、今までデータの制約か ん、まだ分析は荒削りであり、他

偏在で情報強者と情報弱者でどれ ら調べられることがなかったとい の方法との比較が十分になされて

だけの格差が生じていたかの分析 ってよい。 いないなどの問題は抱えるが、今

（鹿野論文）と、多岐にわたって これに対して小野・高辻・清水 後の発展の楽しみな論文となって

いて、日本の住宅土地経済研究の 論文では、 1989年4月から2003年 し〉る。

深まりや広がりを示唆するものに 3月までの15万9000件にのぼる月 ⑨ 
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山鹿久木・中川雅之・斉藤誠論 得られた結果から、旧耐震基準で 不完全情報を利用して情報強者が

文（「市場メカニズムを通じた防災 建てられた建物を新耐震基準にす 有利に買う場合の購買価格の議離

対策について」）は、地震リスクに る誘因が存在するかを考察してい を計測する方法を、いくつかの強

対する経済主体の態度は、最終的 るが、その結果によれば、現行耐 い仮定の下に導出する。さらに、

には不動産の賃貸料や土地の価格 震改修補助では耐震改修が全般的 それを1983年から1993年の年初デ

に反映される、という経済学の基 には起こらないが、とくに危険度 ータに応用し、具体的に情報強者

本的な考え方に則って、地震リス の高い地域では起こる可能性があ の優位性がどの程度のものであっ

クの地価への影響の時系列変化を ることが示唆されている。 たかを調べている。

把握し、それによって防災対策に 地価として取引価格でなく、鑑 その実証分析の結果によれば、

対する含意を示そうとする、オー 定価格である公示地価を用いてい 情報強者の優位性は、最大で完全

ソドックスな手堅い論文である。 るために、市場価格に反映された 情報価格の 1割から 2割を超える

山鹿・中川・斉藤論文は、東京 経済主体の評価ではなく、単に鑑 という。無視できないほどの大き

都が公表している地震危険度デー 定士の評価基準を表しているのに さの数字であることは一目瞭然で

タに注目する。このデータは一般 すぎない可能性を否定できないこ ある。

に公表されており、当然のことな とや、地震リスクの影響が阪神・ 慶野論文では、具体的に情報強

がら地価形成に影響を与えている 淡路大震災の直後ではなく、直前 者の有利性を計測するために、さ

はずである。そこでとくに「建物 に最大になっているなど、疑問が まざまな強い仮定をおいており、

倒壊危険度」に注目し、それが家 残るところも散見される。しかし それが1983年から1993年の聞の日

賃や土地価格に独立してどのよう 骨太の経済モデルで、地震リスク 本不動産市場に現実にあてはまっ

に影響を与えているかを、へドニ の経済的影響を見事に明らかにし ていたかどうかは疑問がある。し

ック地価関数、へドニック賃貸料 たこの論文は、今後の研究のひと かしながら、情報強者の優位性の

関数を推計することで明らかにし つのあり方を示す重要な貢献と言 程度、という今まで日本において

ている。 ってよいだろう。 は誰も正面から考察することのな

得られた結果からみると、経済 ⑨ かったトピックを取り上げ、その

主体の地震リスクに対する態度が 鷹野桂子論文（「情報の不完全性 計測方法の筋道を明確にし、そし

変遷していることがよくわかる。 と住宅保有の格差J）は、情報が不 て現実のデータにあてはめて実際

1980年代は地価への地震リスクの 完全で偏在しているとき、情報を に計測した点は、高く評価できる。

影響はあまり明確で、ないかあるい 持った買い手が情報を持たない買 ただ、著者も認めているように、

は小さかったが、阪神・淡路大震 い手に比して、どの程度の経済的 いくつかの強い仮定の現実妥当性

災の前後にはそれが明確に無視で 優｛立’性を持っているか、という問 には疑問符が付くことも事実であ

きない大きさとなる。しかし、そ いから出発する。まず基準として る。今後、こうした制限的な仮定

の後は次第に影響が減少している 完全情報のもとでの価格を考える。 をはずして、より妥当な仮定の下

ことがわかる。また賃料開数の推 不完全情報のもとでは、情報を持 に、この重要な研究を著者が発展

計では、地震リスクの影響が明確 った買い手は、この完全情報価格 させていくことを望みたい。

に出ている。とくに、新耐震基準 より安く買えるはずであり、それ (KN) 

と地震リスクの議論は示唆的であ が情報強者の優位性である。

る。山鹿・中川・斉藤論文では、 康野論文では、完全情報価格と、
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研究論文

構造変化を考慮したヘドニック型
住宅価格指数の推定
東京都区部・中古マンション市場 (1989～2003年）

小野宏哉・高辻秀興・清水千弘

l本稿の目的

不動産金融市場が発達するなかで、不動産価

格の変動を適切に把握しようとする要求が、ま

すます高くなってきている九一般に、経済市

場においては、異時点聞における財・サービス

の価格の変化を捉えるために価格指数が作成さ

れる。価格指数は、特定の財・サービスの価格

の基準時価格に対する比として定義され、その

場合、異時点聞において同じ品質の財・サービ

スの価格を比較することが原則である。しかし、

時間的経過の中で市場に現れる財・サービスの

品質が変化する場合、その原則を厳密に履行す

ることは困難になる。むしろ何らかの方法で品

質の差異を調整し、同等の品質に置き換えたも

のについて価格比をとるという工夫が必要とな

る。

とりわけ、多様な属性で構成され消費者の選

好がそれら属性の評価に左右される財・サービ

スでは、そうした品質調整済の価格指数が必要

となる。われわれが本稿で対象とする住宅価格

指数は、その典型的な事例のひとつである。

とくに、住宅を含む不動産の場合には、同質

の財は存在しておらず、継続反復して同質の住

宅を取りあげて、その価格を市場で観測すると

いうことができないという特性を持つ。これを

「同質の財が存在しない特殊性Jと呼ぶ九ま

た、住宅（とくにマンション）では、技術進歩

が比較的早く時間の経過とともに「品質が変化

する」。プライパシーに配慮、して壁厚やスラプ

14 季刊住宅土地経済 2003年夏季号

厚が厚くなる、フローリングの形式がより遮音

性の高いものになる、床暖房・システムキッチ

ン・セキュリティシステムなどの設備がより充

実する、などである。

こうした「同質の財が存在しない特殊性」や

「品質の変化」がもたらす問題に対処しつつ住

宅価格指数を作成する方法として、リピートセ

ールズ法とへドニツク価格法とがある。リピー

トセールズ法は、同一物件の住宅が市場で繰り

返し売買される事例に着目してその価格系列を

調べる手法である。同一物件をとりあげること

で「同質の財が存在しない特殊性Jを回避して

いる。しかし、わが国ではリピートセールズ事

例からなる実用的なデータベースが存在せず、

かつ、不動産をとりまく都市環境の更新速度が

速いために、この方法による価格指数の作成は

困難である。

一方、へドニツク価格法は、まず住宅価格

(p）の形成要因を住宅の属性に求める。つま

り、都心までの通勤時間、周辺環境、床面積、

設備の状況、建築年数などの一群の住宅属性

（消費者の立場で言えば選好指標）を説明要因

(z）として、住宅価格を説明する回帰式を統計

的に推定する。理論的には、消費者がそれら選

好指標を評価しながら住宅を求め、かつ住宅供

給者がそれら属性からなる住宅を供給しようと、

互いに最適化行動をとった結果成立する市場均

衡の下での住宅の市場価格関数（p二 p(z））を

推定したことになる（金本1997）。これをへド

ニツク価格関数という。これを用いて、特定の



属性（z）を持つ住宅に着目して、つまり同等

の品質の住宅について、異時点間で価格を比較

するのがへドニック価格法である。

したがって、品質調整を行なうことを前提に

構造が変化することも含まれ、品質調整方法と

してへドニック価格法を利用するには、計量経

済学における「構造変化」への対応を同時に解

決していかなければならない。

この方法を中村（1996）は、制約型と非制約

型の 2つに整理している。制約型は、へドニツ

ク型住宅価格指数の推定において、住宅価格形

成要因としての「駅までの距離」や「築後年

数」などに対するパラメータを固定し、時間ダ

ミーによってのみ価格変化を捉えるタイプ、非

制約型は住宅価格形成要因に関するパラメータ

の係数の変化を前提とするタイプである。

しかし、実際のデータを用いて継続的に指数

を推定するうえで、たとえば住宅価格の構造が

まったく変化しないという仮定は強すぎ、月次

指数の場合には、毎月ランダムに推定係数が変

化していくという前提も想定しづらい。そこで、

高辻・小野・清水（2002）または Ono,Takat四

日uji and Shimizu (2003）では、接続型指数

(Overlapping Period Bedonie Model : 

OPHM）として推定していくことを提案して

いる。 OPHMとは、一定の期間長を推定期間

にとり、複数の期にまたがってモデルを推定す

ることで逐次的変化の過程にある回帰係数を推

定する方法である。

本稿は、制約型指数・非制約型指数の問題点

を再整理するとともに、 Ono, Takatsuji and 

Shimizu (2003）で提案された接続型指数

おの・ひろや（左）

1981年東京大学大学院理学系研究科博士課程満期

退学。工学博士（東京工業大学）。麗津大学国際
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(OPHM）の統計的特性をより詳細に検討する。

2へドニック型住宅価格指数の推定

データベースの構築

本稿の分析は、高辻・小野・清水（2002）を

出発点としている。データベースについても、

そのデータを拡張して整備したものである。ま

ず、主な情報源として、リクルート社の情報誌

『週刊住宅情報Jに掲載された中古マンション

の価格情報を用いた。同情報誌では、品質情

報・募集価格（askingprice）に関する情報が

週単位で提供されている。そこには、初めて情

報誌を通じて市場に登場してから成約などによ

り抹消されるまでの履歴情報が含まれている。

そのうち重要なのは、市場に登場した際の掲載

時売出し価格（firstoffer price）、情報誌から

抹消された時点での価格（推定購入価格、以下、

「成約抹消価格j と呼ぶ： firstbid price）、さ

らにサンプル的に収集された成約（売買）価格

(transaction price）の 3つの情報である。

最初の掲載時売出し価格は、市場価格ではな

く売り手の希望価格である。一方、成約価格そ

のものは、不動産取引の特殊性である「売り進

みjや「買い急ぎ」の個別事情が一部に作用し

ていることが考えられる。そこで、モデルの被

説明変数となる価格として、『週刊住宅情報』

に掲載された情報のうち、成約事情によって情

報誌から抹消された時点の成約抹消価格を用い

ることにした。情報誌から抹消された時点の価

格は、逆オークション的に情報誌を通じて品質

と価格に関する情報を発信し、買い手が登場す

るまで価格を下げていく過程での最初の購入希

構造変化を考慮したへドニック型住宅価格指数の推定 15 
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項 単位目

都心までの接近性（ACC)

L苧す駅弁7そり民間I＿~浮！；竿手~r.土！井戸田） _l_ 竺

分
最寄駅から、 1998年時点における乗降客数上位40駅に対する昼間時における乗

換え時間を含む鉄道乗車時間の乗降客数による加重平均事

専有面積（FS) ｜マンション専有面積（『週刊住宅情報j記載面積）

築後年数 ii=ivi ｜抹消日 建築日

2 m 

年

バルコニ一面積 (BS) ｜バルコニ一面積（『週刊住宅情報j記載面積） I m' 

総戸数（NU) ｜同一マンション内の総戸数 ｜ 戸

I r週刊住宅情報』に掲載された日時から抹消された日時までの市場に滞留した｜
市場滞留時間（RT) I I 

｜時間とした。 ｜ 

管理費 ＜Mei ｜管理費 ｜円／月
l最寄駅まて＊の時間距離にパス時間がない場合を徒歩圏とする。徒歩圏1、それ J

徒歩圏ダミー（WD) I I (0, 1) 
｜以外： 0 I 

1階ダミー（FF) I I階の物件.I、それ以外： o I co, ll 

最上階ダミー (HF) ｜最上階の物件： 1、それ以外： 0 I (0, I) 

南向き夕、ミー（SD) ｜開口部が南： 1、それ以外： o
南向き系ダミー（SDZ) ｜開口部が南・南西・南東： l、それ以外： o

(0, 1) 

(0, 1) 

鉄筋鉄骨コンクリートダミー（TK)I鉄筋鉄骨コンクリート造： l、その他（鉄筋コンクリート） : 0 

住宅金融公庫融資可能ダミー＜~ijl I住宅金融公庫融資可能物件： l、その他： o
沿線ダミー群

(0, I) 

(0, 1) 

l番目の該当沿線： 1、その他：（〕。沿線は、『週刊住宅情報Jの掲載基準に準 I (0, I) 
じた首都圏llO沿線について作成。(RD,(i二 0, ・・…・， I) 

行政市区ダミー群

(LD;(i= 0，……， J) 

時点ダミー群

）
 

－
 ，

 

A
リ（
 

J番目の該当行政市区： l、その他： o

(TDK (k= 0，……， K) 
k番目の該当時点： I、その他．。 (0, 1) 

注）乗降客数の第1位は新宿駅であり、上位40駅の中には、品川・池袋・渋谷などの山手線主要ターミナタレ駅のほかに、横浜、川崎、千葉、大
宵などの主要駅または柏などの中核駅が含まれる。そのため、 I週刊住宅情報lに掲載があった首都圏1848駅×40=7万3920鉄道ネットワーク
データベースを構築した。同データベースは、半年ごとに更新される。

表2 中古マンション価格データの要約統計量

平 均 値｜標準偏差｜最低｜最高

中古マンション｜ ｜ ｜ ｜ I 3, 750. 46 I 1, soz .19 I 1, ooo. oo I 9, 998. oo 価格 （万円） I I I I 

最寄駅までの距
離（分）

7 .64 4.23 LOO I 20.00 

都心までの接近
性（分）

25.22 16.31 77 .53 4.98 

専有商積（m')I 55.34 I 17.93 I 15.oo I 120.00 

築後年数 （年）｜ 14.10 I 7.oo I i.oo I 35.oo 

市場滞留時間
（日）

87 .99 I 85.43 1.00 I 700.00 

注） n=l5万895501989年4月～2003年3月。

望価格である。買い手の付け値のなかでの上位

価格という性格はあるものの、取引（成約）価

格情報と比較して取引に伴う個別事情を含まな

い点で相対的に競争的な市場価格であると考え

られる。

作成されたデータベースの項目を表 1に示す。

データベースの作成方法は、高辻・小野・清水

16 季刊住宅土地経済 2003年夏季号

(2002）にくわしい。

以上の項目に対応する分析対象データ群は、

東京都区部において1989年 4月から2003年 3月

までの聞に収集された成約抹消価格のうち、専

有面積が15m＇以上 120m＇未満、築後年数が 35年

以内の15万8955件のデータからなる 3）。価格モ

デルの推定は、 1月を単位とした月次系列デー

タを168期用いた。

この要約統計量を表2に示す。

構造制約型指数・非制約型指数の特徴

2種類のへドニック価格モデルのうち、構造

制約型モデルの基本形は（1）式のとおりである。

説明変数である住宅属性等（z）としては、専

有面積（FS）、最寄駅からの距離（W K）、都

心までの接近性（ACC）、築後年数 (BY）、バ

ルコニー面積（BS）、その他の建物属性（BCh）、

立地特性としての沿線ダミー（RDi）、行政区



ダミー（LDj）をあげた。さらに説明変数には、

時間ダミー（TDk）を付け加えている。この時

間ダミーの回帰係数（a山）が、その他の品質

を表す変数と独立な中古マンションの価格指数

を表すことになる。このモデルを、 t二 I，…，T

のT期にわたってプーリングしたデータを用

いて推定したものが、構造制約型モデルである。

logRPg=ao十a1logWK+azlogACC 

十ぉlogFS十a4logBY+ aslogBS 

+ a6logNU + a1logNR + asRT (1) 

十三~a9,h" BCh 十 ~a10,1·RD1

+ ~au.i ・ LDi + ~a12,k ・ TDk十 ε
j k 

RPg: g種類の住宅価格

FS：専有面積

WK：最寄駅までの距離

ACC：都心までの接近性

BY：築後年数

BS：バルコニ一面積

NU：総戸数

BCh：その他建物属性（h=O，…， H)

RD1：沿線ダミー (i=O，…， I)

LDi：行政市区ダミー (j=O，…， J)

TDk：時間ダミー（k二 O，…， K)

本稿では、住宅価格のうち中古マンション価

格（g）だけを扱う。

一方、構造非制約型モデルの基本形は、構造

制約型モデルから時間ダミーを取り除いた形に

なっている（（2）式）。これを各期ごとのデータ

を用いて期別に推定することになる。本稿では、

月単位を 1期とみて168期あるので、全部で168

本のモデルが推定される。

logRPgニ ao十a1logWK十azlogACC

＋ぉlogFS+ a4logBY十aslogBS

十a6logNU十a1logNR十aRRT (2) 

+ ~a9,h·BCh十 ~a10,1 ・ RD1

+ ~au,j ・ LDj ＋ε 

ここで、構造非制約型指数の作成方法におい

ても、 2つの指数が作成できる。モデルに採択

する説明変数を固定し、へドニックモデルの回

帰係数の変化だけを認める指数（モデル固定非

制約指数：以下、「非制約 1型」とする）と、

モデル自体の変化も許す指数（モデル非固定非

制約指数：以下、「非制約 2型」とする）であ

る。

具体的には、本稿での出発点は、 1989年4月

となるため、同時点において推定されるモデル

は、「非制約 1型jまたは「非制約 2型jとも

に同じである。ただし、「非制約 1型」では

1989年5月以降において、 1989年4月のモデル

を、そのまま固定し、投入するデータだけを変

化させるものであり、「非制約 2型jでは1989

年5月以降において、モデルそのものに採択さ

れる変数をも自由にして、インデックスを作成

していくものである。

構造制約型指数・非制約型指数の推定

構造制約型指数を、東京都区部について推定

した結果を表3に示す。モデルの推定精度は、

自由度調整済み決定係数でみるかぎり 0.875で

あり、ほぼ良好といえる。

次に、構造非制約型モデルを推定した。その

説明変数に、全期間に共通する特定の住宅属性

値を代入して、仮想的な品質をもっ各期の中古

マンションの価格を推定した。これをもとに基

準時点に対する価格指数を算出することにより

構造非制約型価格指数とした。

制約型指数と非制約型指数1型および2型を

比較すると（図 1）、非制約型指数は 1型およ

び2型ともに「指数の変動が大きい」という点

が大きな特徴として注目される。また、若干で

はあるが、推定された各指数の対前期変動率の

標準偏差および変動係数を比較すると、回帰係

数だけでなくモデルの構造変化も許した非制約

2型の変動が大きいことが確認される（表 4）。

この変動の大きさは、現実の価格の動きにつ

いてのわれわれの実感から希離しているように

思われる。なぜなら、この指数でみて大きく下

落している期について、現実に特定の品質の住

宅について価格が大きく下落したという経験は

構造変化を考慮したへドニツク型住宅価格指数の推定 17 



表3-l!i!J約型へドニック価格関数・推定結果：都区部（1989年4月～2003年3月）

変 数 係数 t f直

定数項 6.544 374.024 

駅までの距離 -0 .050 74 .200 
専有面積 0.955 732.055 
築後年数 -0.217 306.170 

アクセシビリティ 0.383 ー71.230 

1階ダミー -0.025 17 .173 

南向き 0.009 9.587 
駅までの距離×パス圏ダミー -0.048 33.010 

鉄筋鉄骨コンクリート 0.009 9.223 

市場滞留時間 0.016 35.238 

鉄道ダミー

山手線 0.002 -o 482 
銀座線 0.072 13 .149 

丸ノ内線 -0 018 5. 744 
日比谷線 。.029 6. 721 

東西線 -0.032 -7 603 

千代田線 0.020 4.487 

有楽町線 -0 052 13 .199 

半蔵門線 -0.056 6. 718 

南北線 0.056 7.363 

都営浅草線 -0.056 12. 289 

都営三回線 0.084 一19.102 
都営新宿線 -0.053 11.807 

都営大江戸線 -0.014 2. 723 

新交通ゆりかもめ -0.318 2.674 
東京モノレール 0.123 -14.975 

都電荒川線 0.086 -2. 907 

りんかい線 -0 324 1. 925 

京浜急行本線 0.189 38.340 

空港線 -0.185 21. 814 

京浜東北線 0.055 -10.858 

東海道本線 -0.052 0.309 

相模鉄道線 。.136 0.809 
東急池上線 0.005 0.923 
東急目黒線 -0.046 7.232 

東急多摩川線 -0.013 2.045 

東急大井町線 0.004 0.747 

東急東横線 0.022 4. 742 

東急、新玉川線 0.047 3.778 

注） Adj.R＇二0.875、n=l5万89550

函 1 制約型指数と非制約型指数（1989年4月＝1.0)

1.6 

1.0 

0.4 

変 数 係数 t f直

東急世田谷線 -0.097 12.717 

小田急線 0.037 8.117 

京玉井の頭線 0.009 1.971 

京王新線 0.131 32目435

西武新宿線 0.061 15. 221 

西武池袋線 0.104 23.184 

東武東上線 0.097 19. 770 

埼京線 0.167 23.750 

高崎線 -0.107 17.351 

東武伊勢崎線 0.075 -13. 950 

常磐線快速 0.044 7.239 

京成押上線 -o 118 18.478 

京成本線 -0.089 -14.578 

北総・公回線 0.121 1. 902 

総武線快速 0.057 12 .131 

京葉線 -o 035 4.039 

行政市区ダミー

千代田区 0.267 45. 920 

中央区 0.032 7.570 

港区 0.147 42.759 

新宿区 0.030 9.374 

台東区 -0.262 55.686 

墨田区 。.278 61. 405 

江東区 0.272 -67 .622 

品川区 0.032 8.266 

目黒区 0.041 9.837 

大田区 -0.041 9.196 

世田谷区 0.073 17.061 

渋谷区 0.153 41. 673 

中野区 0.025 -6.256 

杉並区 0.007 1. 748 

豊島区 0.076 20.502 

北区 0.177 33. 757 

荒川区 0.351 81. 834 

板橋区 0.170 42.058 

練馬区 0.067 15.733 

足立区 -o 388 85.400 

葛飾区 -o 335 -62.163 

江戸川区 0.236 49.442 

ない。また、この指数が示すように毎月のよう

に価格が大きく変化することは現実には想像し

がたいからである。

「指数の変動の大小」は、われわれが「指数

の優劣Jを評価する視点としてアプリオリに持

っているものではない。しかし、非制約型指数

は、構造変化がある場合の有力な指数化法であ

1989.4 1995.3 2000.3 2003.3 （年月） る。仮にそれを実用化するとすれば、このよう

表4 対前期変動率の要約続計

制約型 非制約 1型

平 均 0.004 -0.003 

標準偏差 0.015 0.049 

変動係数 -4.178 17 .441 

18 季刊住宅土地経済 2003年夏季号

非制約2型

0.003 

0.051 

19.452 

な過剰とも思える変動を正当化するだけの理由

を見つける必要がある。さもなければ、こうし

た変動は統計的推測の過程で何らかの事情がも

たらしたものと考え、逆にそうした変動が現れ

ないような価格指数の作成方法を検討する必要



がある。 図2 非制約型指数2型の推定精度
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そこで、この非制約型指数の変動の大きさに

注目して、指数の優劣という観点をいったん離 2,000 

れて、まずはその背景を探ってみることが必要

であろう。

図2は、非制約型指数2型として推定された

期別の168本の推定式に関しての、各期のサン

プル数と自由度調整済み決定係数とを示したも

のである。

まず、決定係数は、 1991～1992年の期間でや

や説明力が悪く 0.80前後であるが、それを除け

ば0.85～0.90であり、総じて良好である。サン

プル数は月により倍以上の差がある。かといっ

てサンプル数と決定係数との間に目立つた相関

は見られない。つまり、決定係数はサンプル数

に左右されているわけではない。

決定係数の説明力が悪い期間 (1991～1992

年）について図 1の非制約型価格指数2型を見

ると、指数の変動が大きい個所が見受けられる。

しかし、説明力が悪い期間においてのみ指数の

変動が大きいわけではなく、説明力が高い期間

においても指数の変動が大きい個所が出現して

いる。つまり、「指数の変動の大きさ」は、モ

デルの説明力によってもたらされるものではな

いことがわかる。

3構造変化を考慮した住宅価格指数：

OPH M接続型指数の提案

指数作成における構造変化問題

前節の分析においては、制約型モデルでは、

期ごとに回帰平面が平行的にシフトする。それ

に対し、非制約型モデルでは、期ごとに回帰平

面の勾配も変化する。よって、モデルの説明力

の差が指数の精度に大きな問題をもたらさない

のであれば、回帰平面の勾配の差が価格指数の

算定に大きな影響をもたらす可能性がある。

このような回帰係数の変化に関する問題は、

構造変化への対応問題と同義となる。

「最寄駅までの距離Jや「専有面積」などの

住宅の立地特性や住宅の属性に対する需要者の

1990.3 1995.3 2000.3 2003.3（年月）

選好は、時間的経過の中で変化する。また税制

などの制度の改正やその他の外的ショックによ

り、住宅選択の行動様式もまた変化する。これ

らは価格モデルの回帰係数の変化として現れる。

こうした構造変化を検出するには、一般にはブ

レイクポイントを境にしてその前後で別々に回

帰モデルを推定し、それらの回帰係数の相等性

テストをしてやればよい。これを「構造変化テ

スト」という。

われわれのケースでは、構造変化テストに際

し次のような問題が生ずる。特定の外的ショッ

クが既知でその時点をブレイクポイントとして

みなせるのであれば、その前後の期間に焦点を

絞って構造変化テストをすればよい。しかし、

われわれが扱うデータが月次データであり、厳

密には外的ショックの発生した月がプレイクポ

イントなのか、その影響が浸透する 2、3カ月

後がブレイクポイントなのかは必ずしもアプリ

オリに特定できない。つまり、特定すべきブレ

イクポイントが未知である。しかも、全期間を

通じていくつプレイクポイントがあるかも未知

である。さらに、テクニカルな問題と関連する

が、月ごとに誤差分散が不均一であることが予

想され、かっその分散は未知である4）。

われわれの目的が、精度の高い価格指数を推

定するということであるため、このようにブレ

イクポイント、またはその回数が未知な場合に

おける構造変化テストの問題は、全期間を複数

のブレイクポイントで区切って推定される回帰

モデル群の代替案集合のなかからもっとも適切

構造変化を考慮したへドニック型住宅価格指数の推定 19 



なものを選択せよ、というモデル選択の問題に

帰着するといってもいいであろう。プレイクポ

イントを多くすれば、回帰モデル群全体として

の当てはまりはよくなるかもしれないが、全体

として多数の説明要因を必要とする。そのため、

当てはまりと説明要因の数との代替関係に着目

して、適度の当てはまりと適度の数の説明変数

という観点から評価することにすれば、モデル

の選択基準としてはAI Cなどの情報量基準が

適用できる5）。

構造変化への対応とOPH Mの提案

通常、構造変化モデルの推定は、プレイクポ

イントで観測データをいくつかの期間に分けて、

それぞれの期間ごとの観測データを用いてモデ

ルを推定するというものである。つまりブレイ

クポイントで前後の接続性を断ち切ることにな

っている。そのため、構造変化が逐次的に生ず

るという仮定の下では、その方法がかえって逐

次的変化の過程にある回帰係数を捕捉しにくい

ものにしている。むしろ自然な着想として、あ

たかも移動平均を求めるのと同様に、一定の期

間長を推定期間にとり、複数の期にまたがって

モデルを推定することで逐次的変化の過程にあ

る回帰係数を推定する方法が考えられる。

すなわち、 atを推定する場合、ある一定の T

期だけさかのぽった t τ＋l期から t期までの

観測データ（プーリングデータ）に基づいて回

帰係数を推定する方法である。推定のためのモ

デルは、

Yt＝文tilt+i:it (3) 

と定式化できる。ここで、

y(=(y(,y( 1, ・・・, y( r+1) 

文；二二（x;,x;l，…， X(-r+1) 

む（＝（u;,u;1, ・・・, u( r+1) 

である九これに次の操作を適用する。

①tニ τ－1を初期とする。

② t τ＋l期から t期までの観測データをも

とに（3）式のモデルを推定する。

③ t+l→tとして次の期へ進み②を繰り返
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す。これを現時点まで繰り返す。

一定の τ期を推定期間として観測データが

重複して使用されることになるが、そのことが

逐次的に変化する構造の推定を可能にする要点

になっている。構造変化モデルのようにブレイ

クポイントで接続性を断ち切るのではなく、む

しろその前後を接続して構造の逐次的な変化を

捉えるという方法である。

このモデルを接続型モデル（Overlapping

Period Hedonic Model: 0 P HM）、また τ期

間のことを「重複推定期間jと呼ぶことにする。

今回われわれがとった方法は、このOPHMに

よる推定である。なお、最終的に作成した価格

指数は、このOPHMに対して、次に述べる構

造制約型指数の作成方法を適用して作成したも

のである。

われわれが採用したOPHMに対してこの構

造制約型指数の作成方法を適用する。 OPHM 

は、ある一定の T期間に関して言えば、構造

制約型モデルである。したがって、上と同様に

して、 τ期間あるうちの r-1個の期について

時間ダミーを用いれば、それに対応するダミー

係数がその τ期間における価格指数として推

定される。ところがOPHMでは、 τ期間の適

用を 1期ずつずらしてモデルを推定することに

なる。その場合の指数の接続をどのように行な

うかが、ひとつのポイントである。

t期のOPHMは、次のように表される。

Yt＝文tilt十日t (4) 

ここで＼

,{r] 

aニ［u:l~ ：'] 
aニra:c1 ただし（τl+K×1)



化と識別しがたい影響をもたらすため、それを

避けたいという理由からであった。偏りの背景

は現段階では明確ではない。しかしたとえば、

市場に物件が出回る際の季節特性ぐらいは排除

したい。つまり、人々の移動の多い時期とそう

でない時期などである。よって最低でも重複推

定期間としては、全季節をカバーする意味で1

年間はみておく必要があろう。

また、構造変化が生じた場合、それが 1カ月

という単位で市場に浸透するとは考えにくい。

構造変化が浸透するまでの調整期聞が存在する

はずである。重複推定期間としては、その調整

期間をカバーする長さであることが必要であろ

う。

逆に、重複推定期間を長く取りすぎることは、

構造変化を見過ごすことになる。その意味では

構造変化がないものとみなせるだけの期間が重

複推定期間として適切であろう。

そこで、本稿では、 τを12カ月から36カ月へ

と変化させて、推定されるインデックスの変化

も調べ（図 3）、その回帰係数の勾配の変化を

観察した（図4～図 7）。

12カ月と36カ月の場合を比べて、インデック

スの推定値にほとんど差異は認められない。非

制約型とOPHMの差が、その大きさもパター

ンも圧倒的に大きいことが確認できる。

インデックスの上昇・下降両局面で大きな偏

りが見られないことを勘案すると、最適なこの

基準は、推定値の誤差に求めることが適当であ

る。この点を回帰係数の安定性に着目して検討

する。

回帰係数の勾配に対しても緩やかに変化を許

したOPHMは、非制約型指数と比較して、イ

ンデックスが安定したことがわかる。

各回帰係数の変化に着目してみると、非制約

2型においては（非制約1型でも同様の動きを

しているが）、各回帰係数ともに大きく乱高下

しているが、 OPHMの回帰係数の変化を中心

として一定の方向に動いていることが確認され

また、「重複推定期間 τ」を長くとるほど

Xt T十1

Xt r+2 

Xt 

＋

ー

ト

X

X
 

。

1 
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。
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。
。

。

。
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。
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U
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文t=

ただし（nt-r+1十…十n,l十nt×τI十K)

いま、 t期のOPHMが推定され、そこから

時間ダミー係数九 τ＋2，…ム 1,:'itが推定された

とする。これらは、基準時を t一τ十1期とした、

t r+2期，…，t-1期、 t期の価格指数である。

このとき、

a a1 1 (5) 

という量に着目すると、これは t期と t l期

との価格指数の差を表している。これを、全期

間を通じた価格指数における、 t期の指数 Lin-

dex1とt-1期の指数 Lindex11との差として

定義することにする。すなわち、

Lindex, Lindextー1=a a.,_1 (6) 

である。これを用いて全期間の価格指数は、次

のようにして逐次的に作成されることになる。

①いま、 t-1期までの価格指数 Lindex1lが

求められているものとする。

②t期に新たな観測データが得られる。

③それを加えて、 t-r+ 1期から t期までの

観測データを用いて接続型モデルを推定す

(7) 

る。

④t τ＋2期から t期までの時間ダミーに対

応する時間ダミー係数 a1-r+2，…， a1-1,a，が

得られる。

⑤ここから、 a1 a.，ー1を用いて、

Lindex1=Lindex, 1+(a1-a1 1) 

として t期の価格指数 Lindex1を求める。

OPH Mの推定期間 τよるパラメータの推移

OPHMを推定するにあたり、重複推定期間

Tのとり方がひとつのポイントになる。

そもそも重複推定期聞を設けるのは、月次で

区切るとその時点の観測データに固有の偏りが

あったとき、それが回帰係数に反映して構造変

21 

る。
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図3一OPHMと非制約型指数の比較（1989年4月＝1.0)
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図4一回帰係数の推移：都心までの接近性
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図5 回帰係数の推移：駅までの距離
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に、ラグを伴いながら各回帰係数が変化してい

ることが観察された。

まとめ

本稿は、へドニック型の住宅価格指数の推定

上におけるもっとも大きな統計問題のひとつで

ある「構造変化問題Jへの対応方法を示した。

一連の考察から、次のことが明らかになった。

まず、へドニック型住宅価格指数の伝統的な

分類である「制約型指数」と「非制約型指数」

との比較においては、

①制約型指数では構造変化問題には対応できず、

長期指数として作成していくには、時間の経
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図 6一回帰係数の推移：専有面積
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図7一回帰係数の推移：築後年数
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過とともにインデックスが真の指数から希離

する可能性がある。

②非制約型指数では、パラメータの変化だけを

許す非制約 1型とモデルの変化をも許す非制

約2型のいずれにおいても、指数が不安定と

なることがわかった。

そのようななかで、緩やかに回帰係数の変化

を許すOPHMを提案し、

③O PHMは、制約型指数とほぽ同じ動きをす

るとともに、非制約型指数と比較して、指数

の乱高下がない安定した指数として推定され

た。

④重複推定期間 T を変化させることで、指数

そのものは変化しないが、 Tが大きくなるほ

どに回帰係数の変化に時間的なラグ構造が存

在することが確認された。

このようなことから、へドニックインデック

スの各変数に対する回帰係数は、時間とともに

変化している、つまり構造変化が起こっている

ことが確認され、その問題に対して、適切に対

応していくことの必要性が理解されるとともに、

提案されたOPHMにおいては、最適な τを



どのように決定していくのかという問題が残さ

れた。

つまり、 τは、 1カ月とした場合には非制約

型指数となり、その場合には、指数・回帰係数

ともに安定しない。一方、 τを大きくとりすぎ

ると時間的なラグを持つこととなる。

不動産金融市場が発達し、インデックスの回

帰係数等の要因変化による価格変化を分析しよ

うとするマルチファクターモデ、ルなどへの応用

が期待されるなかで、この問題への対応は、実

務的にはきわめて重要な課題となってきている。

このような問題への対応としては、 OPHM 

のほかにカルマンブイノレターやベイズ的推定法

の援用も考えられる。今後の課題としたい。

j主

1）本稿は、リクルート住宅総合研究所が公表してい

るRRP I (Recruit Residential Price Index）の｛乍成

における「構造変化問題」に対する基礎研究である。

同指数の推定上においては、不均一分散への対応な

どが行なわれており、公表指数と本稿での指数は、

必ずしも一致しない。 RRP Iは、リクルート社の

ホームページ（http://www.isize.com）のほか、

Bloomberg、ロイター、クイックなどで閲覧可能で

ある。

2）金本（1997）は、住宅財の特徴として、必需性、

耐久性、重要性、多様性と住宅市場の簿さ、生産に

おける規模の経済性、情報の非対称性、取引費用の

重要性の 7つの特性を指摘している（97-99頁）。

3）本稿では、回帰係数の変化に着目して分析してい

くことを目的としている。そのため、はずれ値・異

常値などが存在する場合は除去する必要があるし、

できるかぎり同質なデータ群として分析していくほ

うが好ましい。西村・浅見・清水（2002）では、構

造変化テストを行なうことで、標準物件として25m'

より大きく、 85m'以下のものとして定義している。

ここでは、より一般的な市場を表すインデックスと

しての性格を前提とすることから、はずれ値・異常

値を除去することだけを念頭におき、専有面積・築

後年数の制約を緩やかに与えた。表2を参照された

し当。

4）多変量の Behrens-Fisher問題を招ずる。

5）このような問題に対して、 Garciaand Perron 

(1996）では、 2回構造変化が起こるもののプレイク

ポイントが未知である場合に対しての構造変化テス

トの方法を提示している。 Johanand Perron (1998) 

は構造変化の回数が、ブレイクポイントとともに未

知のケースに対応している。高辻（2001）はこの一

連の研究に、分散が均一であることを前提に、離散

時間用ダミー変数群を用い、 AI Cに基づき探索的

に分析する方法を提示した。この方法は、バブル前

後にブレイクポイントが 2個存在することを前提と

して、類似データでも検証された（Nishimura and 

Shimizu 2003）。

6) x',A'でそれぞれベクトルx，行列Aの転置を表す。
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研究論文

市場メカニズムる通じた
防災対策について
地震リスクに関する実証研究からのインフ。リケーション

山鹿久木・中川雅之・斉藤誠

はじめに

『建設白書』（2000年、国土交通省）では、

わが国は「その位置、地形、地質、気象などの

自然条件から、地震、火山噴火、台風、豪雨、

豪雪等による災害や渇水が発生しやすい国土」

であり、また「阪神・淡路大震災では脆弱な国

土の姿が明らか」になったことが指摘されてい

る。このようなことから、わが国においては、

これまで規制、プロジェクト、消費者への補助

など、さまざまな防災対策が講じられてきた。

しかし、国や地方自治体の防災対策は、家計

や企業の合理的なリスク回避行動を前提とする

か否かによってその方向性は大きく異なる。も

し、リスク回避行動を前提とするならば、災害

リスクに関する情報開示、リスク回避行動と誘

因両立的な保険制度の整備、外部性の評価とそ

れに基づく消費者への補助など、市場メカニズ

ムを通じた防災対策が基本となる。一方、それ

が前提とされないならば、公共事業による計画

的な市街地整備や規制に政策の機軸を置かれざ

るをえない。

そこで本稿では、自然災害として地震を取り

上げ、地震災害リスクが地価や家賃といった不

動産価格にどう反映されているのかを計測する

ことで、家計や企業の危険回避行動を分析する。

地震災害リスクに関する情報が与えられた場

合に危険回避的な家計や企業は、①地震災害リ

スクの高い地域での立地を回避し、②所与の地

震災害リスクに対しては耐震性能の高い建造物
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を建築する。前者の危険回避行動は、地震災害

リスクを伴う土地への需要が低下することから、

当該リスクの大きさは地価低下の程度として表

れる。後者については、与えられた立地のもと

で耐震構造を伴う建造物への防災投資が行なわ

れ、当該住宅の家賃に反映されるであろう。

筆者らは、東京都が公表している地震危険度

データを用いて、山鹿・中川・斉藤（2002a)

で、①の意味での危険回避行動の検証を、およ

び山鹿・中川・費藤（2002b）において②の意味

での危険回避行動を検証している九本稿では、

これらの 2つの論文で示された実証結果に加え

て、建物構造ごとの築年数が家賃に与える影響

など属性変数のより詳細なコントロールを行な

った、新たな実証結果を用いて、都市防災対策

の方向性を総合的に記述することとする。

以下、第 1節において基本的な分析の枠組み

が示され、第2節では地価関数を用いた消費者

の立地選択行動の分析、第3節では家賃関数を

用いた消費者の建物構造の選択行動の分析が行

なわれる。得られた結論は、合理的な防災対策

として、家計や企業の自然災害リスクに対する

危険回避行動を前提に、その危険回避行動に対

して規律を与える制度設計を強く勧めるものと

なっている。

l分析の枠組み

以下、東京都が公表している地震危険度デー

タを用いて、ヘドニック・アプローチによる分

析が行なわれる。本節では、地価関数、家賃関
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数の推定において採用されている共通の分析の して用いている。

枠組みを解説する。

地震危険度

東京都では、昭和50年（1975年）以降おおむ

ね 5年ごとに地域危険度が測定、公表されてい

る。とくに平成10年（1998年） 3月に公表され

た「地震に関する地域危険度測定調査報告書

（第4回）」（以下「地域危険度調査」）において

は、 5段階の地震危険度が町丁目ごとに測定さ

れ、ホームページでも公表されている2）。

この調査は、被災ポテンシャルを地域間で比

較することを目的としており、その地域危険度

は、特定の地震や時点、を想定しない、年間を通

じて平均的な危険度合を表す指標である。

具体的には、地域危険度は、地震が起こった

場合の震動による物的危険性を評価した「建物

倒壊危険度」、火災による物的危険性を評価し

た「火災危険度」、震動による人的危険性を評

価した「人的危険度j、火災による人的危険性

を評価した「避難危険度」の 4つの指標によっ

て構成され、全町丁目が比較的安全な地域であ

る危険度 1から、危険度の増加に応じて 5段階

のランクに分類されている。

このうち後の 3つの指標は、通常地価および

家賃にプラスの影響を与えると考えられている

人的集積、商業集積を危険度の増加要因として

扱っているため、それぞれの危険度指標の地価

および家賃に対する影響が過小に評価される可

能性がある。このため本稿では、これら 4つの

危険度のなかでも「建物倒壊危険度J（以下、

建物危険度とする）を地震リスクを表す指標と

へドニック・アプローチ

この危険度指標が、不動産価格にどのような

影響を与えているかを分析するための手法とし

て、ヘドニック・アプローチを用いる。

土地や住宅市場を対象としたへドニック・ア

プローチは、地価や住宅価格を被説明変数とし、

これを説明する環境質などの非市場財の変数を

当該地域の属性変数として含め、市場価格関数

を推定したうえで、そのパラメータから環境質

の評価をするものである3）。

本稿で推定する地価関数や家賃関数は、以下

のようなへドニック価格関数として表すことが

できる。

Pi= h (H1, X11, X2i，…， XM1) (1) 

P1は、地価関数であれば第 i地点、の地価、

家賃関数であれば第 i物件の家賃、 Hiは当該

地点、の建物危険度、 Xli,X21，…， XMiはその地点

に関するM種類の土地や住宅の属性を表す変数

である。

続く第2節、第3節では、（1）式を具体的に特

定化した地価関数、家賃関数とその推定結果を

報告していく。

2地価への影響の検証

家計や企業が危険回避的であれば、地震災害

リスクの高い地域での立地を回避するため、当

該地域における地震リスクの大きさは地価低下

の程度として表れる。

本節は、立地選択を通じた地震リスクに対す

る危険回避行動について、地価関数を推定する
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表 l一地価関数の推定で使用するデータの説明

変数 内容

地価（円） I 1 m'当たりの公示地価
建物危険度 ｜危険度レベノレ1～5

時間距離（分）｜東京駅までの鉄道による所要時間距離
I c2000年の鉄道ダイヤによる）

道路距離 CmlI鉄道駅までの道路距離
容積率（%） ｜建物の延床面積の敷地に対する割合

ガス ｜ガス事業からガス供給が可能な場合は 1、
そうでない場合は 0をとるダミー変数。

水道 ｜水道事業により給水されている場合などに
はしそうでない場合はOをとるダミー変
数。

下水道 l標準地が下水道法に基づく処理区域内にあ
る場合などにはしそうでない場合はOを
とるダミー変数。

用途区分 ｜都市計画法における住居地、工業地、商業
｜地などの土地利用の用途規制。

地方自治体 l地価測定値が属している自治体ダミー変数
路線 ｜最寄り駅が属する路線ごとのダミー変数

注） 建物危険度のデータ年度は1998年、時間距離のデータ年度は
2000年、それ以外は地価公示の各サンプル年度に一致。

ことにより、実証的に検証していく。

データ

地価関数の被説明変数である地価データは地

価公示データを用いる 4）。サンプル年度は原則、

5年ごとのデータを利用する。さらに、サンプ

ルは分析時において最新であった2001年度を加

える一方、阪神・淡路大震災が1995年であるた

め1994年、 1996年という震災前後のデータを利

用している。したがって、サンプル年度は1980

年、 1985年、 1990年、 1994年、 1996年、 2000年、

2001年である。

表 1に示すように説明変数には、第 1節で述

べた建物危険度に加えて、東京駅までの時間距

離、最寄り駅までの道路距離、容積率、ガス・

水道・下水に関するダミー、用途区分夕、ミー、

地方自治体ダミー、路線夕、ミーのデータを採用

している。東京駅までの時間距離はヴァル研究

所の「駅すばあと」により計算し、各時点共通

の｛直とした。

以上のデータを、 1998年に公表された建物危

険度データにマッチングする。このような 7時

点のクロスセクション・データを用いることに

より、危険度分布が地価分布に反映する度合を
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時系列的に比較することが可能となる九

地価関数の特定化

関数形は(1）式を以下のように特定化する。

lnPr＝α＋ J3MDM1 + J3HDH1 + 2:: /mlnXmr十εl (2) 

(2）式は、（1）式のへドニック価格関数を対数線

形化している。 Prは第 i地点の地価、 Xmrはそ

の地点に関するM種類の土地や住宅の属性を表

す変数である。 erはi.i.d.の誤差項、 α、β、γm

はパラメータである。

また、第 1節の 5段階の危険度を 3段階に再

分類している。危険度 1の地域を危険度L、危

険度 2の地域を危険度M、危険度 3、 4、 5の

地域を危険度Hとしている。そのうえで危険度

Lを基準として危険度Mと危険度Hについて定

数項ダミー変数DM、DHを作成し、加えている。

このため、これらのダミー変数によって危険度

レベルごとに地価に与える影響を推定すること

ができる九

推定結果の解釈

1980年、 1985年、 1990年、 1994年、 1996年、

2000年、 2001年の 7時点のクロスセクション・

データを用いて、（2）式の地価関数をOL S推定

した結果を表2に報告している。

すべての年度について「都心までの時間距

離」と「最寄り駅までの道路距離Jの係数は 1

%水準で有意にマイナスで推定されており、期

待される符号と一致している。容積率の係数は

1%水準で有意にプラスであり、容積率が高い

ほど地価が高いという結果を得ている。他の説

明変数についてはここで推計係数を報告してい

ないが、それらの推定結果は既存実証研究の結

果と一致している7）。

建物危険度Hの係数βHは、すべての年度で

マイナスに推定されているが、 1980年は10%水

準で1985年も 5%水準でしか有意でない。しか

し、 1990年以降は、 1%水準で有意となってい

る。ただし、時系列的な係数値の変化をみると、



表2一（2）式の地価関数による推定結果

1980年 1985年 1990年 1994年 1996年 2000年 2001年

建物危険度M 0.017 0.009 0.012 0.003 0.008 0.008 0.002 
(0. 0207) (0. 0197) (0. 0196) (0. 0135) (0. 0114) (0. 0117) (0. 0122) 

建物危険度日 0.050ホ 0. 069** 0.107事皐傘 0.121＇＊・ 0.105・事事 0.096事事 0.092＂’ 

(0. 0278) (0.0274) (0. 0273) (0. 0186) (0. 0152) (0. 0159) (0. 0167) 

時間距離 0.274＂’ 0.255場$牟 0.294'" 0.283・＊$ 0.298＇＊・ -0 339＂・ 0.227・事事

(0. 0457) (0.0488) (0. 0495) (0.0353) (0. 0295) (0. 0303) (0.0290) 

道路距離 0.109“事 0.078事＊事 0.077＊＊・ 0.070付事 0.072＂’ 0.080事＊＊ 0.079＂・

(0. 0070) (0. 0065) (0.0067) (0.0046) (0. 0040) (0. 0042) (0. 0043) 

容積率 0.270＂・ 0.382＂事 0.484*" 0.517＂・ 0.448傘$$ 0.435事事事 0.461事8・

(0.0314) (0. 0385) (0. 0394) (0. 0268) (0. 0224) (0.0237) (0. 0247) 

定数項 11.125'" 10.458傘傘． 12.693付 申 12 .179愈．， 11. 449＊傘事 11.677"' 10. 766・事市

(0. 5116) (0. 4701) (0. 3513) (0. 2795) (0. 2995) (0.2747) (0.2454) 

Adj.R2 0.894 0.919 0.939 0.935 0.926 0.906 0.901 

F値 104.34 138.62 197. 29 129 .00 257.23 205.60 192. 77 

サンプル数 1,467 1,484 1,589 2,526 2,841 2,870 2,833 

注 1) ＊＊＊、＊＊、＊は、推定された係数がそれぞれ 1%、5%、10%水準で有意なことを示す。（ ）内は標準偏差。

2) F値は、定数項以外の係数がすべてゼロであるという帰無仮説に基づいた検定統計量を示す。

3) その他の変数として、表には示していないが、表Iに示されているガス・水道・下水道ダミ←、用途区分別ダミー、地方自治体ダミー、

路線ダミーはすべて加えて推定されている。

危険度Lと危険度Hとの格差は、 1994年をピー

クとしてその後縮小している九

上の推定結果で確認された、地震危険度の地

価への影響に関する時系列的な変化の実態上の

背景は、次のように考えることができる。

まず、家計や企業の地震災害に対する意識の

変化の影響が考えられる。「防災に関する世論

調査」（2000年、東京都）によれば、東京都で

大地震に対して不安を感じている人の割合は、

1984年に73.3%、1989年に83.3%、1995年に

85.5%、1999年に84%という推移を示している。

このように、地震災害に対する都民の認識の変

化と、地震危険度に関する感応度の時系列的な

傾向とがほぼ一致していることがわかる。

すなわち1980年代前半は、住民の地震災害に

対する意識が低かったものの、 1980年代後半か

ら1990年代前半に地価が高騰する過程では住民

の意識も高まり、それに伴って地価が地震危険

度を強く反映するようになっている。

さらに推定結果を注意深くみると、この間の

地価上昇は年度ごとの定数項格差に強く表れて

いない一方で、地震危険度に対する感応度（βH)

が上昇している。すなわち、危険度の低い地域

の地価上昇に比べて危険度の高い地域の地価上

昇が小さかったことが示唆されている。 1980年

代後半の地価上昇期は、建物危険度をより強く

反映する形で起こったと考えることができる。

なお、 1990年代後半は、住民の意識も地震危

険度に対する地価の感応度も低下する傾向にあ

る。これは、阪神・淡路大震災以降の都市の防

災対策の充実によって、とくに地域危険度の高

い地域に居住している者の被害期待値を引き下

げたことの影響を考えることができるかもしれ

ない9）。

地震保険市場と地価

地震災害リスクの地価への反映の度合いは、

リスクそのものの大きさばかりでなく、保険市

場や公的制度によって地震災害リスクが十分に

シェアリングされているかにも依存している。

もし、地震リスクが完全に保険されていれば、

地価は地震が当該土地にもたらすであろう平均

被害損失分しか低下しない。しかし、保険的な

メカニズムが効果的に機能せずに、家計や企業

の物的・人的資本が地震リスクに大きくさらさ

れていれば、家計や企業は、平均被害損失額に

リスク・プレミアムを上乗せして地価を割り引

くであろう。

この点について斉藤（2002）では、現況の自

然災害保険システムの制度的な実態を明らかに
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し、自然災害リスクのシェアリングが十分にさ

れていないことを述べている。また、山鹿・中

川・斉藤（2002a）では実証的な分析を行なっ

ている。そこでは、地震災害リスクと地価評価

の関係を簡単な危険回避行動モデルによって記

述し、表2の推定結果（2000年度の危険度Lと

危険度Hとの地価格差比率の9.6%）と地震災

害発生確率や相対的危険回避度などに関する妥

当な想定値を用いることで、家計や企業のリス

クプレミアムを推定している。その結果、幅広

い想定に関しでも、 0以上 1以下の理論モデル

の予想、と整合的なリスクプレミアムが観察され

ることが示されている。つまりわが国では、保

険的なメカニズムが効果的に機能せずに、家計

や企業の一定の物的・人的資本が地震リスクに

さらされていることが示唆されている。

3家賃への影響の検証

建物が備えるべき耐震性については、 1981年

6月に建築基準法が改正され、耐震基準の強化

が行なわれた。 1982年以後の建物はこの新耐震

基準にそって建てられている。旧耐震基準に基

づいて建てられた建築物の耐震対策は、都市の

防災上非常に重要な課題であるが、建物の耐震

化はあまり進んでいない10）。

国は、建築物の耐震化を進めるための法制度

を整備し11）、平成14年（2002年）度から住宅の

耐震改修に対する補助を実施しているが、補助

の交付にあたっては、行政庁が耐震改修を実施

すべき地区と住宅を指定し、勧告を行なうこと

が要｛牛となっている。

しかし、耐震改修等の建築物の耐震化投資が、

地震災害リスクから自分の資産を防護する消費

者の危険回避行動であることをふまえれば、耐

震化投資の外部性を評価し、それに基づく一般

的な補助制度によって耐震化投資の促進を図る

政策が合理的である。

もし、家計や企業が危険回避的であれば、所

与の地震災害リスクに対しては、与えられた立

地のもとで耐震構造を伴う建造物への防災投資
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が行なわれる。その結果、当該リスクの大きさ

は住宅価格（家賃）に反映されるであろう。

本節では、この意味での地震リスクに対する

危険回避行動について、家賃関数を推定するこ

とにより、実証的に検証していく。

データ

推定する家賃関数の被説明変数である賃貸物

件の家賃のミクロデータは、リクルート

(2002）より2002年 1月末に採取したものを用

いている。対象物件は、東京都に立地している

民営の賃貸住宅で、マンションあるいはアパー

トとして掲載されている物件である 12）。サンプ

ル数は 8万2516件である。

家賃に影響を与えると考えられる属性変数の

データとして、リクルート（2002）から物件の

最寄り駅までの徒歩あるいはパスの所要時間、

月額家賃（管理費込み）、床面積、築年数、物

件の階数、建物構造、建物種別、所属地方自治

体のデータを得た。

建物構造としては、鉄骨、鉄筋鉄骨、木造の

3種類に分類した。軽量鉄骨とされている物件

は鉄骨に、鉄筋コンクリートとされている物件

は鉄筋鉄骨に含んで、いる。

都心までの時間距離および地域危険度のデー

タは、第 2節と同様のものが用いられている。

表3にこれらのデータをまとめている。

家賃関数の特定化と推定結果

関数形は（1）式を以下のように特定化する。

lnR1＝α＋βH  + Z:: /nlnXn1 ＋εl (3) 
n 

R1は第 i物件の家賃、 H1は当該地点の建物

危険度、 Xn1はその物件に関するN種類の家賃

の属性変数をそれぞれ表している。（3）式は、（1)

式のへドニック価格関数を対数隷形化している。

ただし、危険度変数 H1は対数をとらない。 E1

はi.i.d.の誤差項、 α、β、γnはパラメータで

ある。

また、定数項 αに関しては、旧耐震基準に



表3一家賃関数の推定で使用するデータの説明

変数

家賃（円）

建物危険度

パス（分）

徒歩（分）

時間距離（分）

床面積（ぱ）

築年数（年）

物件階数

1階

建物構造

建物種別

新耐震基準

地方自治体

路線

内容

月額の管理費込みの家賃

危険度レベル（ 1～5) 

最寄り駅からサンプル地点までパスを使う
場合のパス所要時間

最寄り駅または最寄りパス停から物件まで
の徒歩時間

東京駅までの鉄道による所要時間

物件の床面積

建築されてから何年目かを示す変数（新築
は1年目）

当該物件が存在する階数

物件が 1階にあればl、それ以外の場合は
Oをとるダミー変数。

物件の構造を鉄骨、鉄筋鉄骨、木造の 3分
類に分け、それぞれについて IかOをとる
ダミー変数。

マンションとアパートを区別するダミー。
それぞれについて 1か Oをとるダミー変
数。

新耐震基準に基づいた建物（1982年以後に
建築）なら 1、それ以外の場合は0をとる
ダミ←変数。

地価測定値が属している自治体ダミー変数

最寄り駅が属する路線ごとのダミー変数

基づくアパートとマンション、新耐震基準に基

づくアパートとマンションの 4種類が別々に推

定され、危険度の係数βに関しては、旧耐震

基準の鉄骨造、鉄筋鉄骨造、木造、新耐震基準

に基づく鉄骨造、鉄筋鉄骨造、木造の 6類がそ

れぞれ別々に推定されるようにダミー変数で処

理している。また、建物構造ごとの築年数の影

響など、山鹿・中川・斉藤（2002b）よりも詳

細な属性のコントロールを行なっている。

このような特定化により、定数項が、アパー

トまたはマンションを示す建物種別に旧耐震基

準と新耐震基準の物件ごとに推定され、危険度

が家賃に与える影響も、建物構造別に新耐震基

準と旧耐震基準の物件ごとに推定される。（3)

式をOL S推定した結果を表4で報告している。

表4によると、最寄り駅までのパスあるいは

徒歩の時間距離、都心までの時間距離、床面積、

階数、 1階ダミーの係数はどれも期待される符

号と一致し、 1%水準で有意に推定されている。

建物構造別に推定した築年数の係数は、鉄筋

鉄骨の係数が絶対値でもっとも小さく、築年数

の影響が他の木造や鉄骨造に比べて受けにくい

表4 (3）式の家賃関数の推定結果

変数

定数項
（｜日耐震アパート）

定数項
（｜日耐震マンション）

定数項
（新耐震アパート）

定数項
（新耐震マンション）

危険度×鉄骨

危険度×鉄筋鉄骨

危険度×木造

D・危険度×鉄骨

D.危険度×鉄筋鉄骨

D・危険度x木造

パス

徒歩

時間距離

床面積

築年数（鉄骨）

築年数（鉄筋鉄骨）

築年数（木造）

階数

I階ダミー

Adj.R' 

F値

サンプノレ数

係数

8.903事＊＊

8. 962＊＊掌

9.001*** 

9 .066＊事事

0.008*'' 

0. 009＊＊ホ

-0.026事＊ホ

0. 005** 

0. 003* 

0.036寧＊・

0.075事＊＊

0.031*" 

0.095日＊

0.731'** 

0.038*" 

0.033*** 

0.037*** 

0.052付事

0.019*** 

0.918 

6986.35 

82 ,516 

S.E. 

0 .1603 

0 .1602 

0 .1602 

0 .1602 

0.0026 

0. 0019 

0.0027 

0.0025 

0. 0019 

0. 0028 

0. 0015 

0.0008 

0.0033 

0. 0011 

0.0009 

0.0006 

0. 0012 

0.0013 

0 .0018 

注 1) ＊キ＊、＊＊、＊は、推定された係数がそれぞれ 1%、5%、
10%水準で有意なことを示す。

2) 表中Dは新耐震ダミー変数を表す。
3) F債は、定数項以外の係数がすべてゼロであるという帰無仮

説に基づいた検定統計量。
4) その他の変数として、表には示していないが、地方自治体ダ

ミー、路線ダミーはすべて加えて推定される。

ことが推定された。

定数項の大小関係をみると、アパートよりマ

ンションの家賃のほうが定数項で高く、かつ旧

耐震基準の物件に比べて新耐震基準の物件のほ

うが高いことが統計的に有意に推定された。つ

まり、新耐震基準にそった耐震構造への投資が、

家賃水準を全般的に高めていることが明らかに

された。

構造別の建物危険度の係数βについてみる

と、旧耐震基準に基づいた住宅に関する係数は

有意でマイナスに推定されている。係数の絶対

値の大きさでは、木造が一番大きく、鉄筋鉄骨

と鉄骨がそれに比べて小さい。つまり、建物危

険度は旧耐震基準に基づいた物件の家賃に対し

て、強くマイナスの影響を与え、そして、耐震
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表5一新・旧耐震基準別予測家賃の比較

予測家賃（万円）

新基準 旧基準 差

危険度 1地域 7.53 6.54 1.01 

危険度 2地域 7 .60 6.36 1.25 

危険度3地域 7.67 6.19 1.49 

危険度4地域 7 .74 6.02 1. 72 

危険度 5地域 7 .81 5.87 1. 94 

注） (2）式に木造、墨田区、駅からの距離9分、都心までの距離30分、
面積30m'、I階、築22年という数値を外挿して得た家賃とその

新・｜日基準別住宅問の比較。

強度がもっとも弱いと考えられる木造の物件ほ

ど、地震危険度を強く反映している。

次に新耐震基準に基づく物件の建物危険度に

関する係数をみる。新耐震ダミーとのクロス項

の係数は、鉄骨、鉄筋鉄骨に関しては 5%や10

%水準でしか有意に推定されておらず、これら

の構造の物件については、耐震性の評価につい

て、旧耐震基準に基づく物件から大きな改善は

みられない。

一方、木造に関しては、有意にプラスに推定

されている。 F検定によると、新耐震ダミーと

危険度のクロス項の係数（0.036）と旧耐震に

関する危険度係数（－0.026）の和が有意水準

1%で統計的に有意に正である。すなわち、新

耐震基準に基づいた木造住宅の地震危険度の感

応度はプラスになるという結果を得ている 13）。

以上の分析から、旧耐震基準の住宅について

危険度の高い地域の家賃が比較的安全な地域に

比べて低くなっていること、さらに耐震基準の

導入による耐震化投資が家賃の水準を全般的に

高めていることが明らかにされた。つまり建物

構造の選択に関しても、消費者や企業の危険回

避的な行動が実証的に示されている。

家主の耐震化投資の評価

表4の推定結果をもとに木造アパートの予測

家賃を、耐震基準別、危険度別に計算すること

で、築年数という質を考慮した場合においても、

新耐震基準の住宅が高く評価されていることを

具体的に示す。モデルケースとして墨田区に立

地し、最寄り駅からの距離が9分、都心までの
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時聞が30分、居住室面積30ぱ、築22年目、部屋

の階数は 1階の木造アパートを想定する。計算

結果を表5に示している。

この表5の家賃の差額をもとに、耐震化投資

が家主にとって収益的な投資であるかについて、

簡単な評価を行なう。

具体的には、新耐震基準に合致した構造の住

宅とすることによって得られる住宅資産の増分

と、そのために必要な改修費用を比較すること

で、「耐震化投資が収益的かJを評価する。評

価基準の指標としては、純現在価値（NPV) 

を用いる。耐震化投資によって得られるm期末

までの便益の総現在価値と費用との差を、

NPV＝~百草\t c 
t~l ( 1十i)'

(4) 

と表したときに（ t期の不動産からの純便益は

Yi、割引率は i、耐震改修費用は C）、 NPV

ミOであれば、耐震化投資が家主にとって収益

的となる。以下の収益性評価において、各変数

を次のように想定している。

耐震化投資による純収益Yiは、耐周年数ま

での残存期間を通じて一定で、耐用年数に至っ

た段階で賃貸住宅は滅失するものとする。なお、

耐震改修は住宅の耐用年数には影響せず、耐震

性のみを向上させるものとする。耐用年数につ

いては、国民経済計算から算出される42年を採

用している。

以下の分析では、築22年目の住宅をモデルケ

ースとして用いているため、残存期間は20年と

なる。したがって（4）式では m=20である。割

引率 iは、 1987年から1999年の平均実質モーゲ

ージ金利である0.0352（民間住宅ローン金利か

ら消費者物価上昇率を控除したもの）を採用す

る。耐震化投資のコスト Cは、住宅の個別の

状況によって大きく異なり、網羅的なデータも

存在しないため、基本的には『密集住宅地にお

ける耐震改修の推進に向けて』（2001年、国土

交通省）で示された平均耐震改修費用300万円

(1戸当たり）を用いる。

表5の家賃の差額をもとに、（4）式の純現在価



値基準に基づいて、評価を行なった結果を表6

に示している。木造アパートにおける耐震改修

の便益を、平均的な改修費用300万円、比較の

ために掲げた改修費用100万円と比較する。

表 6によると、第 i列の耐震化費用が300万

円で補助がまったくないケースについては、家

主にとっての純収益がほとんどの場合で負とな

っており、耐震化投資のコストを回収すること

が困難である。ただし、危険度 5地域における

耐震改修については、 30.27万円の収益が見込

まれる。平成14年度から講じられている耐震改

修補助率である7.7%の補助を講じた第 ii列の

ケースにおいても依然、危険度1から 3の地域

では収益的ではないことがわかる。

このように、現行程度の耐震改修補助があれ

ば、耐震改修の全般的な促進を図ることは困難

であるものの、危険度の高い地域の耐震化投資

について限界的な意味で影響を与えるケースも

存在することが示された。

一方、表6の第 iii列および第iv列では、改

修費用を100万円と想定した場合の分析を行な

っている。このケースであれば、補助の有無に

かかわらず、すべての危険度の地域で、耐震化

投資が収益的であるという結果を得た。

以上のように、耐震改修に伴う耐震性能の向

上の度合いがもっとも大きい木造住宅について、

危険度 5地域における投資が収益的であるとい

う結果は、効果の大きい耐震化投資の実施を消

費者が高く評価していることを示していると考

えられる。

おわりに

本稿でみてきた実証研究をふまえると、消費

者が立地場所や建物構造の選択に関して危険回

避的に行動していることが実証的に示された。

第 1節で述べたように、消費者や企業の危険回

避行動を前提とするならば、合理的な防災対策

とは、危険回避行動に対して規律を与える市場

メカニズムを整備することである。

このため、もっとも基本となる政策は、地震

表6 木造アパートの耐震改修における NPV（万円）
のf直

改修費100万円

11 iii IV 

補助率（%） 7. 7 。 7.7 

危険度1地域 71. 94 79.64 

危険度2地域 112 .80 120.50 

危険度3地域 153.66 161.36 

危険度4地域 14.21 192.81 200.51 

危険度5地域 53.367 230.27 237.97 

注） 網掛け部分は家主にとって収益的でないケースである。

災害リスクに関する情報開示により、適切な危

険回避行動を促すことである lぺしかし、第2

節の分析においては、家計・企業の人的・物的

資本が地震災害リスクにさらされている結果、

一定のリスクプレミアムを上乗せした評価が行

なわれていることが示されている。また、阪

神・淡路大震災の経験を通じて、道路閉塞の防

止等耐震化投資には大きな外部性が存在するこ

とが知られている。

さらに第3節の分析で示されたように、危険

度が高い地域における耐震化投資のように収益

的な投資機会があるにもかかわらず、耐震化投

資があまり進んでいないという実態は、制度的

な阻害要因が存在する可能性を示唆している。

このため、リスク回避行動と誘引両立的な保険

制度の整備、外部性の評価とそれに基づく消費

者のリスク回避行動への補助や借地借家法等阻

害要因の除去など、市場メカニズムを前提とし

たきめの細かい制度設計が求められる。

＊本稿作成にあたり、東京大学の浅見泰司教授、

金本良嗣教授、八回達夫教授をはじめ、住宅経済

研究会に参加された方々から有益なコメントをい

ただいた。これらの方々に厚く御礼申し上げる。

なお、斉藤と山鹿は、文部科学省科学研究費から

特定領域研究(B)（課題番号90173632）、若手研究

(B) （課題番号14730023）の助成をそれぞれ受けてい

る。

｝王

1）①の意味で、地震リスクが地価形成に与える影響
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を系統的に実証した事例は海外でも数少ない。

Beron, Murdoch, Thayer and Vijverberg (1997）は、

1989年にサンフランシスコ湾岸地域を襲った Loma

Prieta地震の前後で、地震災害リスクが住宅価格に

反映する度合いが変化していることを指摘し、その

背後で住民が地震リスク評価を改訂した可能性を議

論している。 Brookshire, Thayer, Tschihart and 

Schulze (1985）は、カリフォルニア州が1974年に開

示した地震危険度の情報が、開示後の地価形成に統

計的に有意に反映されるようになったことが明らか

にされている。また、②の検証を行なった先行研究

は、筆者らが知る限りにおいてまったくない。

2）現在、東京都都市計画局のホームページで第 5回

の測定調査結果が公表されている（http://www.to-

shikei.metro.tokyo.jp）。

3）へドニック価格法の方法やその問題点をまとめた

論文として金本・中村・矢漂（1989）が、テキスト

として肥田野 (1997）がある。また、家賃関数の推

定を行なっている研究として大竹・山鹿（2001)が

ある。

4) （財）土地情報センター（2001）『平成13年版地価

公示時系列データ CD-ROMJ。

5）この場合、建物危険度データは各時点で共通の値

をとることになるため、 1980年から2001年までの問

に、建物危険度に大きな影響を与えるほどの街並み

の変化があるかどうかの検証が必要である。山鹿・

中川・斉藤（2002a）で示されているように、 1980年

から2001年の聞に東京都の危険度分布に大きく影響

を与えるような街並みの変化が起こった可能性は低

し〉。

6）山鹿・中川・斉藤（2002a）では、その他の推定モ

デルについても検証しており、本稿での結果が推定

モデルに依存したものではないことが示されている。

7）くわしい推定結果は山鹿・中川・斉藤（2002a）を

参照されたい。

8）表2において危険度M は有意に推定されていない

が、山鹿・中川・斉藤（2002a）においては、時間距

離ごとの危険度の影響をコントロールすることによ

り、危険度M についても有意な結果を得ている。

9）東京都では1995年度から1996年度にかけて防災都

市づくりのための「基本計画jや「整備計画jが策

定されている。そこで、不燃化領域率の具体的指標

を掲げて災害危険度の高い地域からの優先的事業実

施を宣言していることが、地震危険度の高い地域の

被害予想、の軽減に資したものと推測される。

10) 2001年の国土交通省住宅局調査『密集住宅地にお

ける耐震改修の推進に向けて』参照。

11）「建築物の耐震改修の促進に関する法律j。

12）リクルート（2002）では、マンションを「耐火構

造でできた共同住宅j、アパートを「準耐火構造でで

きた共同住宅」と定めている。

13）この理由について山鹿・中川・斉藤（2002b）では、

より詳細な推定を行なったうえで、危険度の高い地

域に立地している新耐震基準に基づいた木造新築物
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件では、耐震構造にかかわる住宅の質が、非常に優

れている可能性があり、このような耐震構造にかか

わる一定の設計上の配慮が、家賃を大きくかさ上げ

している可能性があることを述べている。

14）中川（2003）の謂査によると、地震保険の保険料

率算定の基礎となる等地が、 3等地および4等地の

自治体中、 2002年12月現在、ホームページで地震リ

スクを開示しているものは、都道府県レベルで12、

政令市レベルで5である。
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研究論文

情報の不完全性と住宅保有
の格差

康野桂子

はじめに

住宅はわが国の普通世帯の正味資産の82.2%

を占めている（土地部分を含む。高山・有国

1996、表 1-5）。しかし、住宅の保有の要因

分析は十分ではない。とりわけ、アメリカ経済

学会（AEA）が提供する Econlit-AEAによる

と、情報と住宅保有の関係を示す研究は皆無で

ある。

本稿では、住宅を購入する際に、個人がもっ

情報によって住宅資産の保有にどれだけの差が

出るかということを検証する。具体的には、住

宅の買い手が質に関する情報を利用してどれだ

けの収益をあげることができ、それによって住

宅の保有を節約できるかを首都圏のデータで検

証する。また、この目的のために、買い手がも

っ情報と資産保有の関係を計測するためのモデ

ルを作成した。計測結果により、住宅の買い手

は首都圏で1980年代に、最大で住宅の理論価格

の12.6～27.6%にあたる収益を住宅の質に関す

る情報によって得ることができたことが判明し

た。この収益分、住宅の買い手は住宅資産の保

有を減らし、他の資産での貯蓄や消費に回すこ

とができた。

本稿の第 1節では、情報と住宅保有の関係を

検証するための計測モデルを展開する。第2節

では、このテストを首都圏の『週刊住宅情報』

のデータに適用する。最後に簡単な結論を述べ

る。

lテストの方法

本稿では、住宅の買い手が住宅の質に関する

情報を利用して住宅資産の保有をどのくらい変

えることができるかをテストする。すなわち、

売り主が品質以下の価格で物件をオファーした

ときにその物件を買うという買い手の戦略でど

れだけ利益をあげられるかを検証する。この戦

略で住宅を安く買うことができれば、買い手は

住宅資産の保有をそれだけ圧縮できる。これに

より、住宅の買い手は他の資産による運用を増

やすことや消費を増やすことが可能になる。住

宅の買い手として、住宅を 1軒自宅のために購

入する個人を考える。

買い手が住宅をどれだけ安く購入できたかを

みるために、住宅の理論価格一一ーすなわち、情

報を完全に反映している価格一一一と住宅の購入

価格を比べてみる。住宅の理論価格および理論

価格からの希離を計算するために、ヘドニック

価格モデルを利用する I）。

Griliches (1961, 1971)や Rosen(197 4）に

よって発展したへドニック価格モデルによると、

住宅価格は住宅の属性（すなわち、質）の関数

である。 Rosen(1974）は、特定の属性の財の

へドニツク価格はその属性をもっ財の均衡価格

であることを示した（この証明については、補

論を参照されたい）。 Rosen(1974）のモデル

を住宅市場に適用すると、住宅のへドニツク価

格関数は、
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logP1,1=f(X1, X2，…，Xn,81) (1) 

である。ここで、 P1.1は物件 iの t期の市場価

格、 X1,X2，…， Xnは物件の属性（住宅の面積、

通勤時間、築年数といった質）、仇は需要関数

と供給関数のシフトパラメータで動く時点 tに

おける品質調整済み価格指標である。本稿では、

住宅の理論価格と理論価格からの希離を計測す

るために、まず、（1）式を推定する。その際、品

質調整済み価格指標の部分は年ダミーを使って

推定する。

(1）式を回帰し、購入価格と推定線に X1,X2,

…，Xnおよび年ダミーを代入して求めた理論値

の差を LU1とする。住宅価格の理論値は質に

関する情報を完全に反映しており、理論値の計

測が正しければ、理論値において LU二 Oであ

る。購入価格Pf.1とこの理論値を指数関数で変

換した理論価格niとの差を調べ、これを対購

入価格比率で示したものを Uiとする九すな

わち、 U1= (Pf.1-pt1) /Pf.1とする。買い手が質

に関する情報を利用して粗収益を得られるので

あれば、 Uiは負である。

へドニック関数の計測の誤りが仮にあるとし

ても、本稿ではそれを、全体の誤差から分析誤

差を取り除くことで回避する。具体的には、

Linneman (1986）の手法を用いて、 Uiをへド

ニック関数の計測ミスに伴う分析誤差（ana-

!yst error）と物件の過大評価・過小評価に伴

う取引人の誤差（transactorerror）に分ける。

分析誤差は、たとえば、測定誤差（measure-

ment errors）、不適切なサンプリング、関数形

の間違いに基づく誤差である。取引人の誤差は、

売り子が市場で要求される価格より低い価格で

物件を売ったり、買い手が市場で要求される価

格より高い価格で物件を買うときに生じる誤差

である。すなわち、取引人の情報の不完全性に

起因する誤差である。ここでは、全体の誤差

（分析誤差と取引人の誤差の和） U1の（ α）倍

取引人の誤差があると考えている（ 1壬α豆0）。

また、取引人の誤差（ α）U1が正の値をとる場
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合は、 Pf,1>Pt.1である。この場合、取引人の誤

差は買い手が市場で要求される価格より高い価

格で物件を買うときに生じる誤差を表す。取引

人の誤差が、売り手が市場で要求される価格よ

り低い価格で物件を売ったときに生じる誤差で

あるときは、（ α） Uiが負の値をとる。

Pt1＊で誤差（分析誤差と取引人の誤差）がな

い場合の価格の理論値を表し、これを真の理論

価格と呼ぶ。このとき、全体の誤差：取引人の

誤差＝cn1 nJ:cni-nn =1:c一α）である。

すなわち、（－α）はモデル全体でみて、全体の

誤差の中でへドニック価格関数の計測の誤りの

比率がどれだけあるのかを示す。

売り主が品質以下の価格で物件をオファーし

たときにその物件を買うという買い手の戦略で

あげることができる粗収益を求める。この粗収

益を NRi（ただし、 NRi>O）とする。 NRiは、

取引人の誤差からあげることができる収益であ

るため、次の式で示すことができる。次式で

NRiを金額表示に戻すために αU1にPf.1を掛

けている。また、 NRi>Oに限った理由は、こ

の戦略であげることができる利益は（一α）U1<

Oのケースにおける取引人の誤差にあたるから

である。

NRiニ CPt.1* Pf.1) = (-1) (Pf.1-Pt.i*l 

＝αU1・Pf.1 (2) 

分析誤差がゼロの場合αは一1になり、取引人

の誤差がゼ、ロの場合αは0の値をとる。なお、

ここでの粗収益は、質に比べて割安の物件を買

うことによる利益である。

物件 iの全体の誤差（購入価格で割ったも

の）が Uiであるとき、 αUi分n期間の収益率

が変化するため、データから αが計測できる。

n 期後の住宅 i の価格を P~＋n,1 とする。

(P巴n,1 Pf.1) /Pf.1を住宅の n期間の収益率

Returnの定義とする。

Return= (Pf+n,1-Pf.1) /Pf,1 

二［Pιn,1 (Pf.1 Pt,i*) Pt,i*] /Pf,1 

= [Pf+n.1＋αU1・Pf.1-Pt,i*] /P~1 



= P~＋n,JPf.i ＋αDi pti* /Pf,i (3) 

(3）式で、 ReturnをDiに回帰することでαを求

める。第 2節のデータセットで Pr+n,i/Pf.1とU1

の相関係数は－0.167と小さく、この回帰で無

相関として扱ってよい。すなわち、 n期後の住

宅価格（対 Pf,i比）がuiによってどう変わる

かという意味でのリバージョン（reversion)

は住宅市場にない。

この Returnは、住宅の増価収益率（appre-

ciation return）と一般によばれるものである。

住宅の収益には、通常は賃貸料も含まれる。こ

のため、住宅の収益率の計算に賃貸料を利用す

るというケースが多い。しかし、本稿では、分

析誤差と取引人の誤差の和である Diのうち、

αU1だけ増価収益率が変化する性質を用いて取

引人の誤差を取り除く。すなわち、 αは増価収

益率を U1に回帰することで求める。このため、

賃貸料を住宅の粗収益に含んでいない。第2節

での推計結果によると、 α＝-0.527であった。

この組収益を住宅の理論価格の比率として表

すと、次のようになる。

ひろの・けいこ

1959年兵庫県生まれ。 l984年東

京大学経済学部卒業。 1990年イ

エール大学 MA。1991年一橋

大学大学院経済学研究科博士後

期課程修了。城西大学助教授を

経て、現在、日本大学大学院グ

ローパル・ビジネス研究科助教

授。

ni-ni二 560.835（万円）であり、 U1=-

0.1659である。買い手は NRi=295.56万円分

の収益をあげることができ、 NRi *= 

0.075 (P乙の7.5%）である。

検証の対象とする期間は、 1980年代とした九

1980年代は、その前半においては住宅価格の変

化が少なく、後半は住宅価格が高騰したパフ、ル

の時期であったヘ住宅価格の変化が大きい時

期には、住宅の供給者が住宅の価格を情報を完

全に反映した水準につけることは難しいと予想

される。したがって、住宅価格の変化が大きい

時期と小さい時期を含む期間を対象として比較

を行なう。さらに、 1980年代後半の首都圏の地

NRi*=NRi/pti (4) 価の高騰期には、不動産業者や売り主が質以上

住宅価格の理論値からみて何割安く購入できた

か、すなわち、質を反映していれば成立する価

格からみてどのくらいの価格で物件を買えたか

ということを（4）式は示している。情報があるこ

とで展開できる戦略で（4）式の組収益率を実現で

きた買い手は、その分、住宅資産の保有を減ら

すことができる。なお、本稿の目的は個人がも

っ情報によって住宅資産の保有にどれだけの差

が出るかをみることであるため、さらに、

NRi＊の最大値を計算した。

以上の議論での例をあげたい。 1988年の東横

線沿線のあるマンションの価格は3380万円で、

通勤時間は56分、面積は54.35m2、築年数は

6.1667年であった。このマンションの理論価格

Ft1は第 2節のへドニツク関数の推計式を利用

して3940.835万円と求めることができる（計算

方法は第 2節を参照されたい）。このとき、

の価格を住宅に付けていたことも考えられる。

2計測結果

本節では、まず、『週刊住宅情報Jの購入用

物件をデータとして利用して、第 1節で述べた

へドニック・アプローチにより住宅の理論価格

を計算する。そして、住宅の購入価格の理論価

格からの恭離を計算する。次に、この計算結果

のうちの分析誤差を取り除く。さらに、買い手

が質に関する情報に基づいて上げることができ

た収益が最大で理論価格の何割あったかを示す。

この収益に相当する分だけ、買い手が情報を利

用して住宅資産の保有を変えることができた。

へドニック関数による住宅の理論価格の計測

『週刊住宅情報』の購入用物件からデータセ

ットを作った。期間は1983～1993年であり、い
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表1 購入物件のへドニック関数の推定

回帰式の番号 ① ② ③ 

定数項 7.309 7.305 7.299 
(95.628) (95.868) (95.483) 

通勤時間 -0.013 0.013 0.013 
( 12. 731) ( 12.699) ( 12.662) 

面積 0.020 0.020 0.020 
(17 .027) (17 .084) (16.742) 

築年数 0.013 -0.014 0.013 
( 3.827) ( 4.058) ( 3.625) 

総武線ダミー 0.538 0.529 0.523 
(-14.058) (-13. 758) ( 13.438) 

常磐線ダミー 0.622 0.620 0.609 
(-16.451) (-16.443) ( 15.851) 

京浜東北線ダミー -0.479 -0 477 -0 466 
( 12.051) (-12.034) ( 11. 559) 

最近改装済みダミー 0.095 
(1.803) 

角部屋 0.138 
(1. 871) 

タイル張り 0.078 
(0.838) 

R' 0.837 0.838 0.838 

SEE 0.246 0.245 0.245 

注） （ ）内は tー値である。

ずれの年も 1月第1週および第2週の物件を記

載した号（通常 1月第3週および第4週発売）

の物件をデータとしている。首都圏の山手線、

中央線、東横線、総武線、京浜東北線、常磐線

の沿線の物件をデータとして用いている。

物件の価格と 3年後の価格を用いて求めた収

益率を分析に利用するため、 3年後の同じ週に

同じマンションが記載されている場合、これを

データとした。ここでの同じマンションとは、

マンション名、住所、面積、バルコニーの面積、

間取り、向きが同じマンションであり、したが

って、構造も同じである。築年数の違いは 3年

である 5）。アパート、寮、事務所、店舗、法人

限定のマンションの物件はデータとして用いな

かった。物件数は1983年…38件、 1984年…39件、

1985年…51件、 1986年…36件、 1987年…32件、

1988年…68件、 1989年…45件、 1990年…39件、

計348件である。 1983～1990年のデータを用い

て、（1）式のへドニツク関数を計測した。へドニ

ツク関数の計測結果を表 1に示した。

属性に使う通勤時間は東京駅、大手町駅、日

比谷駅への通勤時間である。すなわち、東京駅
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か大手町駅か日比谷駅からの電車の時間＋パス

に乗る時間＋歩く時間（分単位）を通勤時間と

した6）。

その他の属性は、面積（m＇）、築年数、総武

線夕、ミ一、常磐線ダミー、京浜東北線ダミーで

ある（表 l、①式）九また、物件が最近改装

済みかどうか、角部屋かどうか、タイル張りで

あるかどうかを属性として追加した式を結果の

ロバストネスを見るために併記しである（表 1、

②③式）。属性回帰式には、 1984～1990年の年

ダミーを用いている。

表 lの計測結果の決定係数は0.84近くと高く、

各属性の係数推定値の符号も予想されるとおり

である。

①式の結果によると、マンションは通勤時間

が10分延びると13%減価する。また、マンショ

ンは築年数の経過により毎年1.3%ずつ減価す

る。さらに、面積が10ぱ広くなると、マンショ

ンの価格は20%上昇することがわかる。

②式において、マンションが最近改装済みで

あれば、その価格が9.5%上昇する。③式で、

マンションが角部屋であれば、 13.8%の価格上

昇になっているが、日当たりがよいことが角部

屋の価値を高めていると考えられる。

『週刊住宅情報』に住宅の属性としてあげら

れているが有意な t値が得られなかったものに、

次のものがある。納戸、物置の有無、庭、両面

バルコニーの有無、バルコニーの面積、駐車場

の有無、 l階であるか、構造ダミー（鉄筋コン

クリート造り、プレキャスト鉄筋コンクリート

造り）、向きダミー（東向き、南東向き、南向

き、南西向き、西向き）、普通電車ダミー（最

寄りの駅に普通電車のみ停車するかどうかを示

す）。

住宅の理論値（自然対数表示）は、表 1の推

定線①式に X1,X2，…，Xnおよび対応する年夕、

ミーの値を代入して求めた。この理論値を指数

関数で変換して求めた住宅の理論価格Pt.1と住

宅の購入価格 Pr.1の差を Diとする（ただし、



U1は対購入価格比率で示す）。

取引人の誤差の抽出

第 1節で述べたテストの手法を適用して、

n=3として、住宅の 3年間の収益率 Returnを

へドニツク関数のuに回帰した結果が表 2に

示されている。住宅の収益率は毎年大きく変動

するため、他の説明変数として年ダミーを入れ

ている 8）。表 2から αは 0.527であった。表

2において、 U1の係数は有意である。さらに、

(2）式により NRiを求めた。

情報に基づく粗収益率

買い手が質に関する情報を利用してあげるこ

とができた組収益率 NRi＊の性質を表3で示し

た。この組収益率は、第 I節の（4）式を計算する

ことで求めた。

表3によると、住宅の理論価格からみて買い

手は、各年で最大12.6～27.6%もの収益を質に

関する情報に基づいてあげることができた。こ

の粗収益率の分、買い手は住宅資産の保有を減

らせた。そして、消費か他の資産保有に回すこ

とができた。表3で示した粗収益率の最大値は、

質に関する情報によって、個人の住宅資産の保

有にどれだけの差が出たかを示している。

住宅価格の変動が少なかった1980年代前半に

比べて、とりわけ1980年代後半に粗収益率の最

大値が異なるとはいえない。しかし、バブル期

に情報に基づく粗収益率の標準偏差が拡がって

いることがわかる。住宅価格の変動が大きい時

期には、住宅の供給者にとって住宅市場の構造

（需要曲線や供給曲線の位置）がわかりにくい。

したがって、強気の期待をもち理論価格より高

めに住宅の価格をオファーする供給者と、弱気

の期待をもち理論価格より低い価格で住宅を供

給する供給者が出現した。しかも、それぞれの

住宅の供給者の住宅市場の構造の学習が不十分

であるために、理論価格のまわりに購入価格が

拡がったと考えられる。

表2 収益率の計測結果

式 dRetur口／dUiI t f直 R' 

① 0. 527* 6.520 0.697 

注） ＊は 5%水準で有意。

表3 情報に基づく粗収益率

最大値 標準偏差

通年 0.276 0.191 

1983年 0.207 0.079 

1984年 0.172 0.066 

1985年 0.219 0.087 

1986年 0.219 0.085 

1987年 0.126 0.107 

1988年 0.276 0.383 

1989年 0.225 0.129 

1990年 0.170 0.081 

結論

本稿では、住宅市場の買い手が情報を利用し

てどの程度住宅保有を変えることができるかを

検証するモデルを展開した。このモデルは、住

宅市場の準強度の効率性の考え方を用いている。

このモデルを1980年代の首都圏の住宅市場につ

いて適用した。住宅の買い手の質に関する情報

戦略による住宅保有の差は、各年につき最大で

住宅の理論価格の12.6～27.6%であった。住宅

価格の変動が大きかったパフ＊ルの時代には、質

に関する情報によって買い手が得ることができ

た収益のばらつきが増大した。なお、本稿では

全体の誤差と取引人の誤差の比率である（一α）

が各物件で一定であるという前提を Linneman

(1986）にならって置いた。（ α）が物件によ

って異なる値を示すという設定を試みることを、

将来の研究の課題としたい。

［補論］

Rosen (1974）の議論から、特定の属性の財の

へドニツク価格がその財の均衡価格であることを

示したし》a Rosen (197 4）は、へドニツク価格関

数と消費の決定および生産の決定との理論的関係

を確立することに成功した。 n個の属性zニ（z1,Z2, 
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・・， Zn）で記述される財のモデルの市場を考える。

市場が完全競争であると仮定する。

消費者は各属性に正の限界評価を付けるとする。

したがって、 p(z1, Z2，…， Zn）は各属性の増加関数で

ある。 P(z）は連続な二階の導関数をもっと仮定す

る。

消費者は、属性zをもっモデルを 1単位だげ購

入すると仮定する。消費者の噌好を表すパラメー

タを αとする。 vで消費する他の財すべてを表し、

効用関数を U(v,z1, z2，…， Zn；α）とする。効用関数

は他の一般の特性をもつことに加え、厳密な意味

で凹であるとする。 Vの価格を 1とし、所得をm

とすると、消費者の均衡は予算制約式 m=v+P

(z）の下で効用を最大化することで得られる。一階

の条件は、 0P/oz1=P1=Uz1/Uv,i二 1,2，…，nであ

る。二階の条件はUに関する通常の仮定が満たさ

れ、 P(z）が十分に凹でなければ満たされる。

評価関数（valuefunction）θ（z1, Z2，…， Zn, u,m, 

α）を U(mθ，Z1,Z2，…， Zn，α）＝uで定義する。す

なわち、 θ（z;u,m，α）はある効用の水準と所得と

晴好の下で（z1,Z2，…， Zn）に対して進んで支払う

支出である。評価関数の定義式を微分して（5）式が

得られる。

。zi= Uz1/Uv> 0, 

Bu=-1/Uv<O, (5) 

。m=l

(5）式と Bz1z1<0であることから、 θはZ1の増加関数

であるが増加率は逓減することがわかる。。zlは効

用の水準と所得と晴好を所与としたときに消費者

がz，につけるインプリシットな限界評価であり、

z，の 1単位の追加に対する需要価格である。

効用は z＊と u＊を最適値としたときにθ（z*;u*, 

m，α） =P(z＊）、ゐ（z*;u*, m，α） =P,(z＊）のときに

最大化される。すなわち、属性空間における最適

な位置は P(z）と θ（z;u*,m，α）が接するところに

なる。すべての消費者（異なった αをもっ）の均

衡は評価関数群によって表され、評価関数群の包

絡線（envelope）は市場のへドニック価格関数に

なる。

次に、属性zをもっモデルを生産する企業の生

産量を M(z）とする。生産者はひとつのモデルしか

生産しないと仮定する。生産者の総費用関数C(M,

z；β）は、 M,zと生産要素を関連づける生産関数の
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制約の下で要素費用を最小化することで導出され

る。 βは費用関数のシフトパラメータである。す

なわち、要素価格や生産技術がβにあたる。 Cは

凸でC(O,z)=Oであり、 CM>O、Cz1>0を仮定する。

生産に不可分性はなく、モデルの生産を追加する

ことによる限界費用は正で、 Mの増加関数である。

各属性の限界費用も正で各属性の減少関数ではな

い。生産者は、利潤 π＝MP(z)-C(M, z1, z2，・1

Zn；β）を最大化するようにMとzを選ぶ。 P(z）は

属性zをもっモデルの単位収入となっている。利

潤最大化の一階の条件は Pi(z) = Cz, (M, z1, z2，・・，

Zn；β）／M, i=l，…， nとP(z)=CM(M, z1, z2，…， Zn; 

β）である。二階の条件は満たされていると仮定す

る。

オファ一関数（offerfunction）ゆ（z1,Z2，…，Zn; 

π，β）を、モデルの生産量が最適であるときに一定

の利潤の下で企業が進んで受け入れるモデルの単

位価格と定義する。（6）式と（7）式から M を消去して

φを求めることができる。

π＝M</> C(M, Z1, Z2，…， Zn，β） (6) 

CM(M, Z1, Z2，…， Zn；β）＝ゆ（7)

(6）式と（7）式を微分して必＝Cz1/M>Oとゆπ＝l/

M>Oが得られる。 φziz1>0を仮定する。

最大化された利潤と最適の zは、 i=l，…，nにつ

いて PI (z＊）ニム，（zt,z{，…， z~； π＊， β）および P

(z*) ＝ゆ(zt,z{，＇・－， d：， πてβ）を満たす。生産者の

均衡は P(z）と φ（z1,Z2，…， Zn; 7f，β）の接点になる。

すべての企業についての βの分布があり、生産者

均衡はオファー関数群で表され、オファ一関数群

の包絡線は市場のへドニック価格関数になってい

る。

市場の均衡では、消費者の評価関数と生産者の

オファー関数が接し、評価関数とオファ一関数の

共通の勾配は市場をクリアするへドニック価格関

数 P(z）の勾配である。したがって、 P(z）は評価関

数群とオファ一関数群の共通の包絡線である。属

性（zf",z~，…， z~）をもっモデルの均衡価格 P**

(zt", zl，…， z~）で、このモデルの需要価格と供給

価格が市場で一致する。

以上は、財一般についてのモデルで、ある。本稿

の第 1節の計量モデルとの対応関係は次のとおり

である。上記のモデルの均衡価格P料は、情報が

完全な場合の、かつ、計測に伴う分析誤差を除い



たうえでの住宅価格の理論値ni＊に相当する（た

だし、上記のモデルを動学モデルにすることが必

要である）。生産者側の不完全性が原因で、生産者

が市場で要求される価格より低い価格で住宅を売

る場合は、次のようになる。一定の利潤のもとで

企業が進んで、受け入れる住宅の価格は低くなって

いる。このため、生産者のオファ一関数が下方に

シフトする。消費者は属性が同じであればより低

い価格の住宅を購入するため、購入価格Pf,，はnt
より低くなる。これにより、消費者は売り主が品

質以下の価格で物件をオファーしたときにその物

件を買うという戦略で粗収益をあげることができ

る。

＊本稿は、慶野（2002）を加筆修正したもので

ある。また、本稿の草稿について、住宅経済研究

会の発表の際に参加者の方々から貴重なコメント

をいただいた。さらに、西村清彦先生からは有益

な助言をいただいた。記して感謝を申し上げる。

｝王

1）へドニツク関数を用いた日本の住宅市場の分析に

ついては、伊藤・康野（1992）を参照されたい。

2）表2の結果を（2）式の αの推計に用いるために、対

購入価格比率で示している。

3) 1981～1982年は、『週刊住宅情報』のデータが不完

全であるため除外した。

4）住宅価格の変動率は、鹿野（1998）を参照。

5）『週刊住宅情報』に記載されている購入用物件はマ

ンションか一戸建てであるが、一戸建ては 3年後に

同じ物件が記載されていること少なかったため、マ

ンションを分析の対象とした。角部屋のマンション

には角部屋の、 1階のマンションには 1階のマンシ

ョンを同じマンションとして対応させた。畳数の違

いが I未満の物件も同じマンションとしている。

6）快速（急行）が止まる駅は快速の、普通電車が止

まる駅は当該駅から快速（急行）が止まる駅までの

所要時間＋快速（急行）の所要時聞を電車の時間と

している。中央線の特別快速は、朝の通勤時間には

運転されていなかったため、特別快速が止まる駅の

電車の時間は、快速電車の所要時間とした。常磐線

については、快速を利用した後、北千住駅で普通電

車に乗り換えて大手町方向に向かう朝の通勤客が多

いことを想定して通勤時間を計算している。

7）沿線ダミーは、山手線をベースとして、総武線ダ

ミー、常磐線ダミー、京浜東北線ダミーがある。こ

のほかに東横線ダミー、中央線夕、ミーを変数として

回帰したが、東横線ダミー、中央線夕、ミーは有意で

なかった。

8）年ダミーは1983年をベースとしている。計測式①

では、 1984～1989年の年ダミーは有意であったが、

1990年の年ダミーは有意ではなかったため、

1984～1989年の年ダミーをダミー変数としている。
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海外論文紹介

住宅市場細分化の把握
ニューラルネットワーク手法の適用可能性

Kauko, T., P. Hooimeijer and]. Hakfoort (2002）“Capturing Housing Market Segmentation: An Alternative 

Approach based on Neural Network Modelling，＇’ Housing Studies, Vol.17, No.6, pp.875 894. 

はじめに

本稿では、 SOM-LVQという最新の非線形モデ

リング手法を用いて住宅市場の細分化について分析

を行なった研究例を紹介する。マーケット・セグメ

ンテーションとは、消費者は異質的であるという基

本認識の下に、何らかの意味で同質的な消費者グル

ープに市場を分割し、そのいずれかにターゲッ卜を

絞ることにより、マーケティング活動をより有効に

展開しようとするものである（片平1987）。その意

味で、この用語は主にマーケティング科学分野で広

く使われてきている。「住宅」に対して細分化を行

なうと、ここでいう「住宅市場細分化（Housing

Market Segmentation) Jにほかならない、居住者

の収入や晴好、経済・社会的環境などにより住宅市

場に同質的なサプマーケットが形成されることを指

す。たしかに、住宅市場の細分化は実存するもので

あり、「立地」を含むいくつかの基準により住宅市

場をクラスタリングすることができる。ところで、

ここで注目すべきことは、一般に市場細分化は、尺

度の「基準」と、分析に用いる「手法jにより、細

分化されるサブマーケットの分類が異なってしまう

ため、この両者については十分に配慮しながら分析

線形性の性質よりも、質的、離散変数の非線形性の

性質が強く、それをもって実際に市場を分類するこ

とが多い。

そこで、以上の背景をふまえ、非線形モデリング

手法である SOM-LVQを用いた分析例を取り上げ、

この手法の今後住宅市場関連研究への活用可能性に

ついて主眼をおきながら紹介に臨む。 Kauko,

Hooimeijer and Hakfoort (2002）の内容構成は、

①住宅市場細分化の捉え方、②市場細分化に用いら

れる代表手法の考察、③SOM-LVQ技法の紹介、

④利用データの概要（対象地域：へルシンキ大都市

地域）、⑤SOM-LVQ手法の適用結果の順となって

いる。本稿でもこの流れに従って述べるが、研究の

中心が手法の適用にあるだけに、とくに③、⑤に重

点、を置く。

l住宅市場細分化

住宅市場細分化の動因としていくつかの説明モデ

ルが提案されているが、代表的なものとして次の 3

つのアプローチがあげられる。新古典派経済モデル、

部分不均衡モデル、行動・文化モデルがそれである。

まず新古典派経済モデルでは、都市の「空間Jと

「接近性Jという制約下で家計の選好と収入が異な

の結果や解釈を行なう必要があるということである。 ることにより市場が細分化されると捉える。そこに

一方、日本では市場細分化に関する参考文献の多 は土地利用や環境選好、さらには住宅の形式、土地

くが比較的最近のもので、とくに1990年代後の厳し

い経済状況を背景にするものが多い。市場細分化に

関する既存の研究例を見ても、金融市場に対して行

なわれたもの（里村・江原・佐藤・佐藤・寺田

2002）、ブランド商品に対して行なわれたもの（片

平1987）など非耐久財を対象とした例は多少あるも

のの、住宅を対象として行なわれた研究例はあまり

見当たらない（対照的に海外の研究例は多い）。ま

た、既存の研究例に使われている手法は、変数聞の

属性距離に線形性を仮定したモデルが大半をなす。

しかし、住宅市場では基準となる量的、連続変数の
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の効率や住居の内的属性などにより市場はいっそう

細分化される。また、部分不均衡モデルでは、実際

の住宅購入者はそれぞれ異なる選好を持っているた

め、単一市場では代えられない多様な選択肢が存在

することに注目する。したがって、需要供給の市場

メカニズ、ムには局部的に絶えず、不均衡が生じざるを

得ず、それを調整するための過程で細分化が生じる

と捉えている。そして行動・文化モデルでは、家計

の多様性、社会制度やシステムなどにより市場が差

別化され、細分化が生じると捉えている。



2市場細分化に用いられる手法の考察

市場細分化の分析手法には多様な手法が利用され

ているが、ここでは①へドニックモデル、②次元縮

小およびクラスタリング手法、③空間統計学の手法

を紹介する。まず、へドニックモデノレを見る。この手

法は、市場の絶対価格を説明するものではなく、上

述した行動や制度的要因が同質であるという仮定の

下に、任意の単一市場に対して価格の変化を説明す

るモデルである。したがって、複数のサブマーケッ

トが想定される場合には、あらかじめ分析対象のデ

ータセットを分類基準によって分割しなければなら

ない。このように先験的にデータセットを分類した

後、分割データごとに回帰モデルのパラメータを推

定する。分析の結果、もしも各回帰モデルの推定ノf

ラメータに統計的有意差があれば、市場は細分化さ

れていると見なし、サブマーケットごとの特性など

の比較考察を進めることになる。より一般な方法と

しては、へドニツク・インデックスを推定し、個別

物件に対するへドニツク価格を算定した後、住宅の

物理的特性などを勘案した質的水準に基づいてへド

ニツク算定価格をランク付け、クラスごとに適切に

分類することで求める方法がある。

次に、主成分分析（PCA）や多次元尺度法（M

DS）など、いわゆるデータの次元を落として情報

を集約する統計的手法を用いてクラスタリングを行

ない、その後クラスターごとにへドニックパラメー

タを推定する方法もある。

また、最近では空間統計学の手法を住宅市場細分

化にも応用し、住宅の立地による空間的特性をモデ

ルに取り入れて分析の精度を高めるための研究が盛

んである。たとえば、データサンプルの属性値の観

測点における確率論的な性質を何らかの関数でモデ

のSOMモデリングを統計学的に分類すると、セミ

パラメトリック手法であり、異常値も取り入れて分

析できるメリットはあるが、通常、推定の目的より

も探索の目的の性格が強いとされる。

3 s 0 MおよびLv Q手法

自己組織化マップ（SOM: Self-Organizing 

Map）および学習ベクトル量子化法（LVQ:

Learning Vector Quantization）は、工学的応用が

主をなしているが、近年では金融や経済分野にも応

用研究が多くなっている（たとえば、 Deboeckand 

Kohonen 1998）。両者については、あまりにも有名

であるため、詳細な説明はコホネン（1996）に譲り、

ここでは概論だけにとどまる。

まず、 SOMはニューラルネットワークモデルの

ひとつで、教師なし競合強化学習および近傍学習に

より、入力データの特徴を抽出し、その分布をブイ

ーチャマップと呼ばれるマップに近似する。マップ

は主に 2次元平面に表示され、類似な特性をもっデ

ータ同士はマップ上の近いところに布置されるので、

類似した領域をトレースすることにより特性空間を

視覚的に把握することができる。 SOMのネットワ

ークは、入力層と、 2次元平面上に出力ノードが格

子状に配置された出力層の 2層からなり、入力層は

すべての出力ノードと結合している。 n次元の入力

ベクトルにはn次元の結合ベクトルが格納されてお

り、入力ベクトルと一番近い結合ベクトルをもっ出

力ノードと、その近傍にある出力ノードの結合ベク

トノレをその入力ベクトルに近づけていく。このよう

な動作を繰り返すことにより、次第に同じような特

徴をもっデータ同士が集まった領域がつくられてい

く、すなわちマップが自己組織化される（道端・三

好・増山2000）。本稿の住宅市場の細分化という視

ル化する「Kriging」という空間内挿による補間法 点からいえば、類似なマップ領域は入力ベクトルの

がある。 GI S技術や空間データ整備の進捗により、 特徴を反映したサブマーケットとして見なすことが

空間情報を距離の関数として導入し、推定誤差を減 できる。

らすことにより空間変動をなるべく正確にモデルに

組み込もうとする手法である。

一方、 Kauko,Hooimeijer and Hakfoort (2002) 

一方、 Lv Qでは入力データベクトル、結合重み

ベクトルにカテゴリーを割り振り、入力データと結

合重みベクトルのカテゴリーを比較し、一致してい
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表lーセグメンテーションの基準変数

区分 基準変数

1. m＇当たり住宅単価（ lOOOFIM)

2 －築年数 (10年）
構造変数 3.住宅形式：（二）戸建て、テラス、高層、そ

の他

4.部屋数

5.地域内の商業施設数／10

6.地域内の公共施設数

7.近傍2km以内の未開発地の量

8.地域内の状況：高学歴者の割合、勤労者の

空間変数 平均収入、自家の割合、失業率

9.地域内の社会的な外部性の程度：公共住宅

の割合、外国人の割合、犯罪率

10.地域内の都市化指標：建設期間の中間値、

戸建て・二戸建ての割合、平均密度

また、基準変数の属性も出現サブマーケットの特徴

をよく説明している。本手法の分析結果を他の手法

による結果と比較するため、ここでは k-means手

法を用いた。 4つのサブマーケットを仮定し比較し

たときには、両手法の結果に差が見られなかったが、

3つのサプマーケットを仮定したときには多少異な

る結果が見られた。同じ基準変数の条件での結果だ

が、 k-means手法よりも S0 Mによる結果が本研

究のセグメンテーションをより適切に捉えている結

果を得た。しかし、 SOMにも次の 2つの技術的な

限界点があることを指摘しなければならない。まず、

データの前処理段階におけるデータのカテゴリー化

作業の窓意性による分析結果の不安定さがあげられ

れば入力と結合重みベクトルの距離を近づけ、一致 る。もうひとつは、結果に決定的な影響を及ぽすネ

しなければ遠ざける操作を繰り返す。この操作方法 ットワーク・パラメータ（たとえば、マップの次元、

により LVQl～L VQ3の手法が提案されており、 学習の回数、初期の学習率や初期の学習の半径な

理論的に最適な識別境界が形成できるとされる。 S ど）の選択の問題である。

O Mマップとの違いは、教師あり学習であることで

あり、結合重みベクトルの初期値はブィーチャマッ

プによって形成されたものを用い、それをLv Qで

更新する方式となっている。

4利用データセット

対象地域であるへルシンキ大都市地域は、人口約

95万人、約40万戸の住宅があり、そのうち約6割以

上が自家住宅となっている (1993年ごろ）。近年の

一連の実証分析によると、この地域は少なくとも 3

つのサブ’マーケットに住宅市場が細分化されている

そこで、上述したLv Q学習ベクトル量子化法に

よる後処理を加え、分類の精度を調べることにより

変数の寄与度を調べた。表2は多様なラベリング基

準を用いて分類の精度を調べた結果を示す。基本的

にはラベル数が少ないほど分類が容易であり、かっ

分類の精度も高くなる。この表から、もっとも分類

の精度に寄与しているのは 2値の「オープンスペー

ス」である。同様にCB Dとのアクセスの容易性を

表す「都市化指標」も寄与度が高い。また、「住宅

形式」や「築年数j、さらに住環境の利便性指標で

ある「周辺の公共施設」や「商業施設の数j も細分

といわれている。その地域は、へルシンキの中心部、 化の主要基準となっている。ところで、「価格水準」

郊外の高層住宅地、郊外のテラスや戸建て住宅地で はさほど分類の精度に寄与していないことから、へ

ある。一方、 Kauko, Hooimeijer and Hakfoort ルシンキ住宅市場における細分化の特徴は、「住宅

(2002）に用いられた基準変数を表 1に示す。変数 形式」や「空間的位置Jといったファクターによる

は、 4つの構造的変数と 6つの空間変数から構成さ 影響が大きく、住宅の「価格水準」はさほど影響を

れている。 及ぼさないことである。

5分析結果 おわりに

SOMによる出力マップは紙面の関係上省略する 本稿ではニューラルネットワーク、とりわけ競合

が、視覚的分析結果をまとめると、サプマーケット 学習型ベクトル量子化手法の SOM-LVQ手法が住

の数は既存関連研究と同様に 3～ 4個が現れている。 宅市場細分化の分析にどれほど応用できるかに焦点
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表2 へルシンキの住宅市場細分化における LVQ分類の精度

分類の精度 教師あり LVQ学習の成功．

基準とラベル数 詳細分類 （学習サンプル） オーパートレーニングが

（%） 生じる前の最善のマップ

1）オープンスペース（2) 近傍2km以内の未開発地の量： 50 前後 99.32 (99.37) 

2) CBDとの位置関係（2) 都市化指標（接近性） 97.98 (98.30) 

3）築年数（2) 築後50年前後 96.71 (96.50) 

4）位置関連要素（2) 構築マップに基づいた事後クラスタリング 95.64 (95.17) 

5）公共サービス（2) 単位地域内の公共施設数： 50カ所前後 94. 95 (95. 35) 

6）商業サービス（2) 単位地域内の商業施設数： 400カ所前後 91. 38 (91. 76) 

7)位置（2) 区市町：ヘノレシンキかの是非

8）住宅形式（2) 高層マンションかの是非

9）社会的な外部性（2) ポジティプ／ネガティプ

19）地域の細部分類（2) サーブエリア

を置いて、ヘルシンキの研究例を紹介した。分析の

結果、まずSOMによる視覚的分析では、フィーチ

ャマップ平面上に基準となる変数の属性特性が適切

に記述されるので、実空間としての「立地」とフィ

ーチャマップの位置を対応させると、セグメンテー

ションの位置情報と変数の属性情報とを適切に対応

づけて分析できるメリットがあることがわかった。

次に、 SOMから得られたフィーチャマップをもと

に、 Lv Q手法を適用し、個別基準変数が分類の精

度にどれほど寄与しているかをシミュレーションす

ることにより、市場細分化における基準変数の寄与

度のランク付けが可能となることがわかった。さら

に、ヘルシンキの住宅市場では、住宅の「価格水

準jよりも「立地」と「住宅形式」といった要素が

住宅市場を細分化する主なファクターであることが

示された。

昨今の情報処理技術の発展に伴い、モデリング手

法も従来型の線形・パラメトリック手法からセミ・

非線形のノンパラメトリック手法に拡張されつつあ

る現状を勘案すると、これからの住宅市場の分析に

おいてもより精微な分析を行なうために最新の分析

手法に注目する必要がある。同時に、一方ではこの

類の手法にも限界があることに注意する必要がある。

そのひとつの問題点として、この類の手法において

共通の課題といえる各種パラメータの設定の怒意性

88.50 (90.33) 91.58%まで改善、オーパートレー

ニングに対しては不明確

88. 25 (89. 26) 93.11%まで改善、オーパートレー

ニングに対しては不明確

87. 51 (88. 21) 91. 95%まで改善

30.56 (35.55) 精度改善の寄与値の計算は混乱

があげられる。モデルの内部処理がブラック・ボッ

クス化されているため、分析の設定パラメータ値に

よりその結果が異なってしまうケースがしばしばあ

る。したがって、新しい分析手法の活用可能性に注

目しながら、利用する際にはデータの特性を考慮し

たうえでの当該手法の活用範囲、またその限界につ

いても十分配慮しつつ分析に臨めば、新しい知見が

得られる可能性はいっそう高まると思われる。
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センターだより

をまとめるとともに、提供が求め
⑨近刊のご案内 ⑨お知らせ

られる宅地関連情報について、宅

rG I Sを活用した宅地関連情報 地購入の際の情報入手状況、宅地 平成15年5月20日、（財）日本住

提供方策・体制検討調査』 選択の際に重視した情報・重視し 宅総合センターの評議員会および

定価2,200円（税込み） なかった情報、宅地の購入後に重 理事会が開催され、「平成14年度

宅地関連情報は網羅的・体系的 要と考えた情報などを整理してい 事業報告および収支決算」の承認、

な情報の収集と提供が遅れている る。 「平成15年度事業計画および収支

とともに、一般的に明示されにく 第 2章では「宅地関連情報の提 予算jの決定がなされました。事

い情報である。また、阪神・淡路 供におけるGI S活用の可能性」 業計画では、緊縮状態ながら、非

大震災の際に発生した液状化現象 として、地方自治体においてGI 常勤研究員を含め自主研究体制の

や千葉県内の地盤沈下による欠陥 Sを活用した事例を 5事例、また 拡充を図るなど調査研究事業の推

住宅問題などの発生、工場跡地に 双方向利用を実践している事例を 進の方針が承認されました。また、

おける土壌汚染問題などの発生を 2事例あげるとともに、有識者、 役員のうち今回任期満了となる 6

受けて、消費者の宅地関連情報に 先進自治体、事業者らにヒアリン 名について再任がなされ、平成15

対するニーズが高まっており、消 グを行なった結果をまとめている。年6月 1日現在の役員は次のとお

費者にとって安全な住宅宅地の取 第 3章では「GI Sによる宅地 りとなりました。

得の支援や円滑な住宅宅地取引に 関連情報の具体化jとして、 5分 理事長宮繁護

よる土地流動化のため、宅地関連 野64種類に及ぶ宅地関連情報を、 専務理事森正臣

情報の提供体制の早急な整備が必 公開性、図面化の状況、デジタル 理 事稲本洋之助、金本良嗣

要となっている。 化の状況から 3つの区分に分け、

本書の第 1章では「GI Sおよ また、そのなかでも早期の提供を

び宅地関連情報の収集整理」とし 目指す情報と、将来的な提供を目 監

佐藤和男、立石真

宮本武彦、大柿委己

事川添和夫

て、 GI Sの概要整理・活用事例 指す情報に区分してまとめた。

編集後記

庭の梅の花が散った後、移しい実

がつきました。今年は豊作かと思っ

ていると、 5月半ば過ぎ、 2センチ

ほどに育った青い実がばたばたと落

ちてしまいました。曇りや雨の日も

多かった 5月の気候の影響でしょう

か。日光を受けた青葉若葉を観賞す

る暇もなく季節は過ぎて、エビア

ン・サミットが閉幕した 6月初旬に

青空に恵まれました。梅雨入りまで

のつかの間のことでしょう。

いま、デフレ不況の厚い雲は日本

ばかりでなく他の国々にも広がるこ
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とが懸念されています。思えば当セ

ンターが設立された1977年は、第 1

次オイルショック後のインフレ不況

（スタグプレーション）のただなか

でした。その時代背景のもとで住宅

をめぐる大きな状況変化を感知し、

新たな制度設計のための分析を進化

させ、その運用の効果を測りながら

制度改善に寄与しようという方向が

設立趣意書にも感じられます。

時代は変わりましたが、これを大

きな柱として居住改善のための調査

研究に努めたいと思います。 (M) 
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